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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

評価対象事業年

度 

年度評価 令和元年度（第４期） 

中期目標期間 平成 28 年～令和２年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 初等中等教育局 担当課、責任者 特別支援教育課、八田和嗣 

 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策課、柿田恭良 

 

 

３．評価の実施に関する事項 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

 

                        

  

…実績報告時に法人が記載する項目。  

 …評価時に所管課が記載する項目。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

  （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和２年度 

Ｂ Ｂ Ｂ   

評定に至った理由  

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価  

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

 

その他改善事項  

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

 

 

４．その他事項 

監事等からの意見  

 

その他特記事項  

 

※ 評定区分は以下のとおりとする。 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 

Ｃ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 28年度 29年度 30年度 令和元

年度 

令和２

年度 

  28年度 29年度 30年度 令和元

年度 

令和２

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 １．特別支援教育に係る実

際的・総合的研究の推進に

よる国の政策立案・施策推

進等への寄与及び教育現場

への貢献  

Ｂ○ Ｂ○ Ｂ○重   

１－１  

  １．業務運営の効率化に関する

事項 

Ｂ Ｂ Ｂ   ２  

  

  

  

  

  

２．各都道府県等における

特別支援教育政策や教育実

践等の推進に寄与する指導

者の養成 

Ａ○ Ａ○ Ａ○重   

１－２ 

   

  

  

   

  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 ３．総合的な情報収集・発

信や広報の充実及び関係機

関等との連携強化を通じた

特別支援教育に関する幅広

い関係者の理解の促進 

Ｂ○ Ｂ○ Ｂ○重   

１－３ 

   １．財務内容の改善に関する事

項 

Ｂ Ｂ Ｂ重   ３ 

 

  

  

  

  

   

 ４．インクルーシブ教育シ

ステム推進センター設置に

よるインクルーシブ教育シ

ステム構築への寄与 

Ｂ○ Ｂ○ Ｂ○重   

１－４ 

  Ⅳ．その他の事項 

   １．その他の事項 Ｂ Ｂ Ｂ   ４ 

 
 

  

   

 
  

   

 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、令和元年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果

が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 
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Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずるこ

とを命ずる必要があると認めた場合）。 

なお、「Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項」、「Ⅲ．財務内容の改善に関する事項」及び「Ⅳ．その他の事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標と

している場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１ 特別支援教育に係る実際的・総合的研究の推進による国の政策立案・施策推進等への寄与及び教育現場への貢献 

業務に関連する政策・施

策 

 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法第 12条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易

度 

重要度「高」：（１）国の政策課題等に対応した研究の推進と研究成

果の普及 

研究活動は、研究所の諸活動の中核であり、国の政策立案・施策

推進に寄与することはもとより、研修事業や情報普及活動を通じて

研究成果を教育現場に還元する等、重要な役割を果たす活動である

ため 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

28年度 29年度 30年度 令和元年

度 

令和２年

度 

 28年度 29年度 30年度 令和元年

度 

令和２年

度 

研究課題の実施

件数 
毎年度 

10～11件 
－ 

10件 

（28年度計

画値：10件） 

10件 

（29年度計

画値：10件） 

10件 

（30年度計

画値：10件） 

11件 

（元年度計

画値：11件） 

 予算額（千円） 

242,447 231,250 241,638 248,577  

研究成果の教育

現場等での活用

状況 

50％以上 － 30％ 46.6％ 70.5％ 

 

82.9％ 

 決算額（千円） 

240,352 232,614 230,409 208,539  

研究活動の外部

評価（5 段階で 4

以上の割合） 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

90.9％ 

 経常費用（千円） 

240,613 232,393 231,641 212,472  

        経常利益（千円） △4,182 561 △2,085 16,495  

        行政サービス実施

コスト（千円） 
218,093 226,320 225,767 －  

        行政コスト（千円） － － － 298,568  

        従事人員数 19 17 21 15  

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）国の政策課題等 

に対応した研究の推進と

研究成果の普及 

 

権利条約の批准、次期障

害者基本計画の策定等、国

内外の障害者施策を取り

巻く状況の変化等を踏ま

え、特別支援教育のナショ

ナルセンターとして研究

を戦略的かつ組織的に実

施するため、国との密接な

連携による国の政策課題

に対応した研究を中心に

精選、重点化して実施し、

障害のある子供一人一人

の教育的ニーズに対応し

た教育の実現に貢献する

こと。 

これらの研究の実施に

当たっては、中期目標期間

において実施する研究に

ついて、国との協議を経て

研究体系を策定し、研究の

背景・必要性や研究の行

程、達成すべき成果を明示

したロードマップを早急

に明らかにするとともに、

各都道府県教育委員会や

特別支援学校長会等の関

係機関に対する研究ニー

ズ調査を行うことや学校

長会、保護者団体、大学等

の関係機関・団体と相互の

課題認識・研究方法・研究

資源などを共有すること

により、より効率的かつ効

果的に研究を推進するこ

（１）国の政策課題等に対応した

研究の推進と研究成果の普及 

 

 

① 研究の背景・必要性や研究の

方向性、研究所が実施する研究の

内容、達成すべき成果等、今後５

年間の研究のロードマップを明

らかにした「研究基本計画」を策

定し、これに基づき、次の研究を

戦略的かつ組織的に実施する。 

 

イ 基幹研究：文部科学省との緊

密な連携のもとに行う、国の特別

支援教育政策の推進に寄与する

研究 

（横断的研究）各障害種別を通じ

て、国の重要な政策課題の推進に

寄与する研究（原則５年間） 

（障害種別研究）各障害種におけ

る喫緊の課題の解決に寄与する

研究（原則２年間） 

 

ロ 地域実践研究：インクルーシ

ブ教育システムの構築に向けて、

地域や学校が直面する課題の解

決のために研究所が地域と協働

して実施する研究（メインテーマ

のもとに複数のサブテーマを設

定、原則２年間） 

 

② 基幹研究及び地域実践研究

の実施に当たっては、国との密接

な連携による国の政策課題に対

応した研究を中心に精選、重点化

して、毎年度概ね 10～11課題を

実施する。 

 

（１）国の政策課題等に対応した研究の推

進と研究成果の普及 

 

 

① 「研究基本計画」に基づき、次の研究

を戦略的かつ組織的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

イ 基幹研究：文部科学省との緊密な連携

のもとに行う、国の特別支援教育政策の推

進に寄与する研究（横断的研究、障害種別

研究） 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 地域実践研究：インクルーシブ教育シ

ステムの構築に向けて、地域や学校が直面

する課題の解決のために研究所が地域と

協働して実施する研究 

 

 

 

 

② 基幹研究及び地域実践研究の実施に

当たっては、国との密接な連携による国の

政策課題に対応した研究を中心に精選、重

点化して、基幹研究７課題、地域実践研究

４課題を実施する。 

イ 令和元年度は、基幹研究を次のとおり

実施する。 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

・国が政策立案・施策

実施等のために必要と

する課題に関する調査

研究を毎年度10件程度

実施する。 

 

・教育現場における研

究成果の活用状況を毎

年度調査し、半数以上

の現場で改善に活用さ

れる。 

 

＜その他の指標＞ 

・研究成果について、

国へ提供するととも

に、都道府県等教育委

員会はもとより広く一

般に公開したか。また、

サマリー集やリーフレ

ット等を作成し、効果

的な還元を行ったか。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

① 戦略的かつ組織的な研究の実施 

 「研究基本計画」に基づき、各地域や学校現

場におけるインクルーシブ教育システム構築の

動きが一層本格化する状況や新学習指導要領等

の本格実施に向けて特別支援教育における教育

課程に関する研究が重要であること等を踏まえ

て、国が政策立案・施策実施等のために必要と

する課題に関する調査研究として以下に示す基

幹研究７課題、地域実践研究４課題の計 11件の

研究を実施した。また、研究は④に示している

とおり、戦略的かつ組織的に推進した。なお、

これ以外に外部資金研究 22 件、受託研究３件を

実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 基幹研究７課題と地域実践研究４課題の実施 

 令和元年度に実施した研究成果の概要は以下の

とおり。 

イ 令和元年度の基幹研究の実施 

ⅰ）平成 30 年度からの継続研究 

（基幹研究：横断的研究） 

・「我が国におけるインクルーシブ教育システム

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

 

研究基本計画に基づき、

基幹研究（横断的研究）２

件、基幹研究（障害種別研

究）５件、地域実践研究４

件、合計 11 件を実施した。

その際、研究課題に応じて

全研究職員が障害種を横

断して研究チームを編成

するとともに、それぞれに

外部の研究協力者・機関を

委嘱し、研究を行った。 

 

 主務大臣の指摘事項

（「平成 30 年度における

業務の実績に関する評

価」）である研究成果の活

用度について、研究成果報

告書、研究成果報告書サマ

リー集に加えてリーフレ

ット、ガイドブック等の研

究成果物を含めた活用状

況の調査を行うとともに、

研究成果のアウトプット

方法、活用方法の改善を図

るため、別途、全国の特別

支援教育センター51 機関

を対象としてメールによ

る調査を実施した。 

その結果、全 22 の成果

物のうち、最も多く利用さ

れた成果物（特別支援教育

における教育課程に関す

る総合的研究－通常の学

級と通級による指導の学

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評価すべき実績＞ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 

＜その他事項＞ 
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と。 

研究成果については、特

別支援教育に関する国の

政策立案・施策推進等に寄

与するよう国に提供する

とともに、都道府県教育委

員会・特別支援教育センタ

ー等はもとより広く一般

にも公開するなど、研究成

果等の普及を図ること。 

なお、研究成果が教育現

場等に対し有効に提供・活

用されているか否かにつ

いて検証すること。 

 

【指標】 

・インクルーシブ教育シス

テム構築における取組の

成果や課題を可視化する

ための評価指標の開発な

ど、国が政策立案・施策実

施等のために必要とする

課題に関する調査研究を

毎年度 10 件程度実施す

る。（平成 23年度：16 件、

平成 24年度：10件、平成

25 年度：10 件、平成 26

年度：11件、平成 27 年度：

11 件） 

・教育委員会、学校等の教

育現場における研究成果

の活用状況（研修会等への

活用実績や授業実践への

活用実績等）を毎年度調査

し、半数以上の現場で改善

に活用される。 

【重要度：高】【優先度：

高】 

研究活動は、研究所の諸

活動の中核であり、国の政

策立案・施策推進に直接に

寄与することはもとより、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）平成 30 年度からの継続研究 

（基幹研究：横断的研究） 

・我が国におけるインクルーシブ教育シス

テム構築に関する総合的研究（平成 28～令

和２年度） 

・特別支援教育における教育課程に関する

総合的研究（平成 28～令和２年度） 

（基幹研究：障害種別研究） 

・聴覚障害教育におけるセンター的機能の

充実に関する研究－乳幼児を対象とした

地域連携－（平成 30～令和２年度） 

・言語障害のある中学生への指導・支援の

充実に関する研究（平成 30～令和元年度） 

ⅱ）令和元年度から新規に行う研究 

（基幹研究：障害種別研究） 

・知的障害特別支援学級担当者サポートキ

ットの開発−授業づくりを中心に—（令和元

～２年度） 

・小・中学校における肢体不自由のある児

童生徒への指導及び支援のための地域資

源を活用した授業改善に関する研究（令和

元～２年度） 

・社会とのつながりを意識した発達障害等

への専門性のある支援に関する研究 ―発

達障害等の特性及び発達段階を踏まえて

の通級による指導の在り方に焦点を当て

て－（令和元～２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構築に関する総合的研究－インクルーシブ教

育システム構築の評価指標（試案）の検証－」 

→実際に園・学校に使用してもらい、その活

用事例を収集して、学校の実情を踏まえた

「インクル COMPASS（試案）」の活用例を提

案した。 

・「特別支援教育における教育課程に関する総合

的研究－新学習指導要領に基づく教育課程の

編成・実施に向けた現状と課題－」 

→全国の特別支援学校（高等部)及び高等学校

へ、新しい学習指導要領に基づいて編成・

実施される教育課程のもとで、育成を目指

す資質・能力の指導の状況や、学びに必要

な一人一人への支援状況などの把握のため

の調査を実施した。 

（基幹研究：障害種別研究） 

・「聴覚障害教育におけるセンター的機能の充実

に関する研究－乳幼児を対象とした地域連携

－」 

→４つの自治体の教育・医療・福祉機関への

訪問調査の結果を検討し、各自治体がどの

ように、難聴乳幼児の早期支援体制を構築

していったのかについて整理した。 

・「言語障害のある中学生への指導・支援の充実

に関する研究」 

→ことばの教室の担当者へのアンケート調査

の結果、及び言語障害のある中学生及び小

学６年生とその保護者への面接調査結果を

踏まえて言語障害のある中学生の指導・支

援を充実させるための方策を考察・整理し

た。 

ⅱ）令和元年度から新規に行った研究 

（基幹研究：障害種別研究） 

・「知的障害特別支援学級担当者サポートキッ

トの開発－授業づくりを中心に－」 

 →知的障害教育におけるカリキュラム・マ

ネジメントの考え方や合理的配慮の提供方

法等を整理するとともに、教育現場におい

て実際的な指導の効果をもたらし、担当者

の実践意欲を高めるような専門性向上のた

めのサポートキットを検討した。 

・小・中学校における肢体不自由のある児童

びの連続性に焦点を当て

て－（リーフレット））は

回答機関の 61.7％が「特

に活用できた」「活用でき

た」と回答した。少なくと

も１つの成果物について

「特に活用できた」「活用

できた」とした回答は

82.9％であった。なお、半

数以上の機関は「特に活用

できた」あるいは「活用で

きた」成果物を少なくとも

11 挙げていた。 

また、終了課題について

研究成果報告書、研究成果

報告書サマリー集を作成

し、文部科学省や都道府

県、全国の市区町村教育委

員会、特別支援教育センタ

ー、各種学校長会等の関係

機関へ送付した。また、リ

ーフレットについては研

究所のホームページで公

開したり、地域の指導的立

場にある者を対象とした

研修講義で活用したりす

るなど、研究成果の効果的

還元に取り組んだ。 

 

 以上により目標を達成

した。 

 

＜課題と対応＞ 

研究成果の活用につい

ては、定量的指標は達成し

た一方で、最も活用された

成果物の活用度の数値が

60％台（平成 30 年度は

50％台）に留まっているこ

とから、研究所が主催する

研修の方法の工夫、改善を

行うとともに、教育現場で
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研修事業や情報普及活動

を通じて研究成果を教育

現場に還元する等、重要

度、優先度は高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 研究課題の精選・採択や研究

計画・内容の改善を図るため、毎

年度、都道府県等教育委員会や特

別支援教育センター、学校長会等

をはじめ、広く国民に対して研究

ニーズ調査を実施するとともに、

研究計画を立案する段階におい

て、特に、期待される研究成果の

明確化に留意する。 

研究成果については、特別支援

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 令和元年度は、地域実践研究を次のと

おり実施する。 

ⅰ）平成 30 年度からの継続課題 

・インクルーシブ教育システム構築に向け

た体制整備に関する研究（メインテーマ） 

a 就学に関する教育相談、就学先決定に関

する研究（サブテーマ） 

b インクルーシブ教育システムの理解啓発

に関する研究（サブテーマ） 

・インクルーシブ教育システム構築に向け

た特別支援教育に関する実際的研究（メイ

ンテーマ） 

a 多様な教育的ニーズに対応できる学校

づくりに関する研究（サブテーマ） 

b 学校における合理的配慮及び基礎的環

境整備に関する研究（サブテーマ） 

 

③ 研究課題の精選・採択や研究計画・内

容の改善を図るため、都道府県等教育委員

会や特別支援教育センター、学校長会等を

はじめ、広く国民に対して研究ニーズ調査

を実施するとともに、研究計画を立案する

段階において、特に、期待される研究成果

の明確化に留意する。 

 

 

研究成果については、特別支援教育に関

生徒への指導及び支援のための地域資源を

活用した授業改善に関する研究 

→言語障害のある中学生の指導・支援を充実

させるための方策を考察・整理した。 

・社会とのつながりを意識した発達障害等へ

の専門性のある支援に関する研究－発達障

害等の特性及び発達段階を踏まえての通級

による指導の在り方に焦点を当てて－ 

→全国の小中高等学校の発達障害を対象とす

る通級指導教室に対してのアンケート調査

や、発達障害のある児童生徒の指導・支援

に携わっている研究協力者・機関を対象と

したインタビュー調査を行った。 

 

 

ロ 地域実践研究 

 令和元年度は、長期派遣型に４県から５件の

参画を、短期派遣型に１県７市２町から 10件の

参画を得て、指定研究協力地域と協働し、都道

府県等教育委員会から派遣された地域実践研究

員とともに研究を推進し、地域の課題を解決す

る知見を得た。また、４県市・５会場において

「地域実践研究フォーラム」及び研修会等を実

施し、地域や学校が直面する課題の解決に貢献

する成果を得た。［詳細はＰ34-35に掲載］ 

 

 

 

 

 

 

 

③ 研究課題の精選・採択及び研究計画・内容の

改善（研究ニーズ調査） 

 平成 30年 12月 12 日〜令和元年１月 31 日に

かけて、全国の都道府県、市区町村等教育委員

会、特別支援教育センター、特別支援学校、教

員養成大学、各種学校長会、教育長会等を対象

として、令和元年度に実施する研究課題及び第

４期中期目標期間における５年間に実施予定の

研究課題についてのニーズ調査を研究所のホー

ムページ上で実施した。 

でより活用しやすい成果

物の作成・普及を図ってい

く。特別支援教育センター

や学校での研修において

その根拠となる調査デー

タなどの研究成果や、学校

現場で活用しやすいリー

フレットや実践事例集等

の研究成果物の提供を一

層行っていく。 
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教育に関する国の政策立案・施策

推進等に寄与するよう国に提供

するとともに、都道府県等教育委

員会・特別支援教育センター・学

校等はもとより広く一般にも公

開する。また、研究成果報告書の

ほか、サマリー集やリーフレッ

ト、指導資料等を作成し、研究成

果の効果的な還元を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 研究を戦略的かつ効果的に

推進するために、研究課題に応じ

て外部の研究協力者・研究協力機

関を積極的に登用するとともに、

横断的研究及び地域実践研究に

ついては、障害種を超えて柔軟な

研究チームを編成する。また、学

校長会、保護者団体、大学等の関

係機関・団体と相互の課題認識・

研究方法・研究資源などを共有す

ることにより、より効率的かつ効

果的に研究を推進する。 

 

 

 

 

する国の政策立案・施策推進等に寄与する

よう国に提供するとともに、都道府県等教

育委員会・特別支援教育センター・学校等

はもとより広く一般にも公開する。また、

研究成果報告書やサマリー集のほか、教育

現場で活用しやすいリーフレットやガイ

ドブック等を作成し、それらの活用方法の

周知を含め、研究成果の効果的な還元を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 研究を戦略的かつ効果的に推進する

ために、研究課題に応じて外部の研究協力

者、研究協力機関を積極的に登用するとと

もに、横断的研究及び地域実践研究につい

ては、障害種を超えて柔軟な研究チームを

編成する。また、学校長会、保護者団体、

大学等の関係機関・団体と相互の課題認

識・研究方法・研究資源などを共有するこ

とにより、より効率的かつ効果的に研究を

推進する。 

 

 

 

 

 

 

 その結果、令和元年度の新規研究課題（４課

題）について 764 件、第４期中期目標期間にお

ける５年間の研究計画について 158 件の回答が

あった。この回答を踏まえて、教育現場で活用

しやすい研究成果物の提供、取り上げる事例に

ついての内容の改善、医療・福祉・労働機関と

連携した研究の充実を図るなど、「研究実施計

画」の改善を行うとともに、その工夫や改善の

方向性については研究所のメールマガジンを通

じて公開した。また、第４期中期目標期間にお

ける５年間の研究計画についての意見は、各研

究班による研究基本計画の改定の検討を行う際

の参考資料とするなど、研究計画や内容の改善

を図った。 

 

・研究成果の公開 

全ての終了課題で、研究成果報告書を作成

するとともに、それらを簡潔にまとめた研究

成果報告書サマリー集を作成し、文部科学省

や都道府県、全国の市区町村教育委員会、特

別支援教育センター、各種学校長会等の関係

機関へ送付したほか、リーフレットを含めて、

研究所のホームページで公開したり、研修講

義で活用したりするなど、研究成果の効果的

還元に取り組んだ。 

 

④ 研究チームの編成と各種関係機関・団体との

連携 

 文部科学省の特別支援教育調査官等に加え、

都道府県等教育委員会、各種学校長会、特別支

援学校、専門的な知見を有する大学教員、国立

教育政策研究所の研究官等を研究協力者として

委嘱した。 

 横断的研究及び地域実践研究では、研究課題

に応じて全研究職員41名が障害種を横断して柔

軟な研究チームを構成するなど、それぞれの専

門性を生かした研究を推進する体制とした。 

 基幹研究の実施にあたり、文部科学省から示

された政策的な動向を踏まえて研究を進めたほ

か、関係する研究班等が全国特別支援学校長会

の実施する各種調査の設計・分析等に協力し調

査結果を共有している。特に、全国聾学校長会
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⑤ 終了した研究課題毎に、教育

委員会や学校等の教育現場にお

ける研究成果の活用状況（研修会

等での活用実績や授業実践への

活用実績等）について毎年度アン

ケート調査を実施し、半数以上の

現場で改善に活用されているか

の検証を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 終了した研究課題について、教育委員

会や学校等の教育現場における研究成果

の活用状況（研修会等での活用実績や授業

実践への活用実績等）のアンケート調査を

実施し、半数以上の現場で改善に活用され

ているかの検証を行う。また、研究成果が

より一層教育現場で活用されるよう、各都

道府県の特別支援教育センター等へ訪問

調査を行うなど、研究成果のアウトプット

方法、活用方法の改善を図る。 

から「特別支援学校（聴覚障害）における指導

等に関する実態調査」のデータ提供を受け、全

国聾学校長会と聴覚班が連携し、調査結果の分

析を行った。研究成果についても全国聾学校長

会を通じて全国の聾学校に普及することとして

いる。 

 

⑤ 活用度調査の改善と実施 

令和元年度は、次のような内容で調査を実施

した。 

・調査期間 

 令和２年３月６日〜令和２年３月 31 日 

・調査内容 

 平成 28 年度及び 29 年度に終了した研究課題

の研究成果報告書サマリー集、研究成果報告書、

リーフレット、ガイドブック等 22の成果物の現

場における課題の改善への活用等についての意

見招請 

・調査対象 

 都道府県等教育委員会、特別支援教育センタ

ーの計 207件 

・結果 

128件の回答（回収率は 61.8％）があり、最

も多く利用された成果物は「特別支援教育にお

ける教育課程に関する総合的研究－通常の学級

と通級による指導の学びの連続性に焦点を当て

て－（リーフレット）」であり、回答した機関の

61.7％が「特に活用できた」「活用できた」と回

答した。続いて「平成 29 年度研究成果報告書サ

マリー集」と「自閉症のある子どもの指導目標

の設定・見直しにおけるポイント－子どもの主

体的な学びを引き出すために－（リーフレッ

ト）」が共に 60.9％となった。また、全 22の成

果物のうち「特に活用できた」と「活用できた」

を合わせた成果物の数が１つ以上あった機関の

割合は 82.9％であり、11 以上の機関の割合でみ

ても 51.2％であり、半数以上の機関が少なくと

も 11 以上の成果物を活用していた。なお、特別

支援教育センター82 機関に対して、別途、メー

ルによる調査を実施した結果（回答機関数 51 機

関、回収率 62.2％）では、研究成果報告書サマ

リー集については、すぐに利用できる場所にお



11 

 

いて利用しているとの回答が多かった（51 機関

中 42 機関、82.4％）。また、研究成果の活用の

具体的内容について自由記述での回答を求めた

結果では、同センターにおける研修のための資

料の作成のために、研究成果が、その根拠とな

るデータとしての利用を含めて活用されている

ことや、各学校における研修で、研究成果とし

ての調査結果やチェックリスト等が活用されて

いることが分かった。 

 （２）評価システムの 

充実による研究の質の向

上 

 

研究の実施に当たって

は、特別支援教育政策の充

実及び教育現場の教育実

践等の推進に貢献する観

点から、内部評価及び外部

評価を実施し、研究計画・

内容の改善、研究の効果

的・効率的実施及び研究の

質的向上を図ること。ま

た、ＰＤＣＡサイクルを確

立し、十分に機能させ、研

究内容の更なる質的向上

を図るための評価システ

ムを充実すること。 

 

【指標】 

・研究所運営委員会の行う

外部評価において、全ての

研究において高い評価（５

段階評価で４以上）を得る

（平成 23 年度～平成 26

年度実績：全ての研究で４

以上の評価） 。 

（２）評価システムの充実による

研究の質の向上 

 

 

① 「研究基本計画」に基づき、

研究課題毎に、国の政策課題や教

育現場の課題への貢献等の観点

から、中間及び終了時における内

部評価及び研究所運営委員会に

よる外部評価を実施し、研究計

画・内容の改善、研究の効果的・

効率的実施及び研究の質的向上

を図る。全ての研究課題につい

て、外部評価において、高い評価

（５段階評価で４以上）を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価システムの充実による研究の 

質の向上 

 

 

① 「研究基本計画」に基づき、研究課題 

毎に、国の政策課題や教育現場の課題への

貢献等の観点から、中間及び終了時におけ

る内部評価及び研究所運営委員会による

外部評価を実施し、研究計画・内容の改善、

研究の効果的・効率的実施及び研究の質的

向上を図る。全ての研究課題について、外

部評価において、高い評価（５段階評価で

４以上）を得る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・外部評価において、

全ての研究において高

い評価（５段階評価で

４以上） を得る。 

 

＜その他の指標＞ 

・研究区分の特性に応

じた評価システムを構

築し、アウトカムを重

視した評価の観点・項

目の設定等を行い、評

価システムの改善を図

る。また、ＰＤＣＡサ

イクルを重視して評価

システムを運用する。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

① 内部評価と外部評価 

 内部評価として、研究の実施期間中に行われ

る中間評価（10月実施）、研究開始年度の年度末

に行われる中間評価と最終年度の年度末に行わ

れる最終評価を行った。 

外部評価は、研究所の運営委員会に置く外部

有識者で構成される外部評価部会が以下のとお

り行った。 

（外部評価） 

・期間 

令和２年４月〜令和２年５月 

・対象課題 

基幹研究７課題 

地域実践研究４課題 

・評価結果 

Ａ+、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｃ-の５段階で評価を

実施し、11課題のうち、Ａ+評価が３課題、

Ａ評価が７課題、Ｂ評価が１課題であった。 

 

 なお、Ａ+であった課題は以下のとおりであ

る。その他の課題はＡ評価。 

ⅰ）最終評価（令和元年年度終了課題） 

・「我が国におけるインクルーシブ教育システム

構築に関する総合的研究」 

→ 評価：Ａ+ 

 ・「インクルーシブ教育システムの理解啓発に関

する研究」 

  → 評価：Ａ+ 

ⅱ）中間評価（令和２年度への継続課題） 

＜根拠＞ 

 

 

 

令和元年度に実施した

基幹研究７課題及び地域

実践研究４課題について、

内部評価及び外部評価を

実施した。外部評価におい

て全 11 課題のうち３課題

がＡ+（終了課題２、継続

課題１）、７課題がＡ、継

続課題の１課題がＢとな

り、全 11 課題のうち、継

続課題の１課題を除いた

10 課題で５段階中４以上

の評価となった。 

 基幹研究と地域実践研

究で異なる評価の観点を

設けるなど、研究区分の特

性に応じた評価を行うと

ともに、定性的な評価も行

う評価票を用いて、各研究

課題に対応した評価を実

施した。これらによって、

研究活動の質的向上につ

なげた。 

 評価結果は理事長が、そ

れぞれの研究代表者へ速

やかにフィードバックす

るなど、PDCA サイクルが

着実に実施されるように

評価システムを運用した。 
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② 研究の評価に当たっては、研

究区分の特性に応じた評価シス

テムを構築するとともに、アウト

カムを重視した評価の観点・項目

の設定、自己評価の充実などの評

価システムの改善を図る。また、

評価結果を研究課題の設定や研

究内容の改善に生かすとともに、

研究所の日々の研究活動の質的

向上につなげるなど、ＰＤＣＡサ

イクルを重視して評価システム

を運用する。 

 

 

 

 

 

② 研究の評価に当たっては、アウトカム

を重視した評価の観点・項目の設定、自己

評価の充実など評価システムの改善を図

る。また、評価結果を研究課題の設定や研

究内容の改善に生かすとともに、研究所の

日々の研究活動の質的向上につなげるな

ど、ＰＤＣＡサイクルを重視して評価シス

テムを運用する。 

 ・「小・中学校における肢体不自由のある児童生

徒への指導及び支援のための地域資源を活用

した授業改善に関する研究」 

  → 評価：Ａ+ 

② 評価システムの改善 

令和元年度は、平成 30年度に引き続き、評価

の観点として、国の政策立案や施策推進等への

寄与、地方自治体の施策推進等への寄与、学校

現場での課題解決への寄与の観点で該当する研

究成果の活用可能性を評価するなど、アウトカ

ムを重視する評価の観点を設定した。また、年

度末実施の中間評価については、研究の進捗状

況を中心にした総合評価とし、次年度に向けた

改善策や充実につながる方策についての意見を

求める項目を設定し、研究の質的向上につなが

る評価を行った。 

地域実践研究については、これらに加えて指

定地域での課題解決の見込みについて項目を設

けるなど、研究区分の特性に応じた評価を行っ

た。 

また、評価においては、定性的評価も行うた

め、記述による評価の記入を行う評価票を用い

た。 

内部評価、外部評価の評価結果については、

評価結果の確定後に、理事長が、それぞれの研

究代表者へ速やかにフィードバックし、指摘へ

の対応状況について次の段階の自己評価の際に

様式に記入させ、具体的な報告を求めるなど、

PDCA サイクルが着実に実施されるように評価シ

ステムを運用した。 

 

 

 以上により目標を達成

した。 

 

＜課題と対応＞ 

 外部評価で全ての課題

が５段階中４以上の評価

とならならなかったこと

（継続課題の 1 課題のみ

５段階中３の評価）につい

て、高い評価を得るため、

内部評価において、研究の

進捗、研究成果の見込みの

十全な評価を行うととも

に、研究の改善・充実のた

めの方策についてより一

層具体的な意見を求める

など、改善を図る。 

評価項目、評価方法につ

いてはその改善のため不

断の見直しを行い、他の独

立行政法人等の評価シス

テムを参考とするなど評

価システムの充実を図る

こととしている。 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

予算額と決算額の差が 10％以上であるが、当初の計画に比べ効率的に執行したことが大きな要因である。 

 

 

 

 

 

 

 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項）様式 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２ 各都道府県等における特別支援教育政策や教育実践等の推進に寄与する指導者の養成 

業務に関連する政策・施

策 

 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法第 12 条第１項第２

号 

当該項目の重要度、難易

度 

重要度「高」、難易度「高」：（２）各都道府県等が実施する教員の資質向上に関わ

る支援 

各都道府県等が進める教職員の資質向上への支援は、喫緊の課題であり、重要

度は高い。また、免許法認定通信教育は、新たにシステムを構築して運用を図る

もので、コンテンツの新規整備や各都道府県における試験の実施等、様々な課題

があり、難易度は高い。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期

間最終年度値等） 

28年度 29年度 30年度 令和元年

度 

令和２年

度 

 28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和２年

度 

研修受講者の研

修修了後におけ

る指導的役割の

実現状況 

80％以上 － 100％ 100％ 94.4％ 97.2％ 

 予算額（千円） 

247,370 285,147 215,297 177,619 

 

研修受講者が事

前に設定した自

己目標の研修修

了直後における

実現状況 

80％以上 － 96.4％ 96.4％ 93.3％ 94.4％ 

 決算額（千円） 

202,561 235,631 192,395 260,306 

 

講義配信の受講

登録数 
中期目標期間

終了までに、

4,000人以上 

－ 

1,877人 

（28年度計

画値：800

人以上） 

2,722人 

（29年度計

画値：2,400

人以上） 

3,876人 

（30年度計

画値：3,500

人以上） 

5,916人 

（元年度計

画値：4,000

人以上） 

 経常費用（千円） 

202,404 253,947 210,682 233,268 

 

免許法認定通信

教育及び免許法

認定講習による

単位取得者数 

中期目標期間

終了までに、

3,000人以上 

－ 

551人 

（28年度計

画値：300

人以上） 

1,470人

（29年度計

画値：700

人以上） 

1,574人 

（30年度計

画値：1,000

人以上） 

1,323人 

（元年度計

画値：1,000

人以上） 

 経常利益（千円） 

△16,173 △13,800 △13,644 141 

 

        行政サービス実施

コスト（千円） 
194,259 253,947 210,682 － 

 

        行政コスト（千円） － － － 308,846  

        従事人員数 13 15 12 13  

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）国の政策課題や教

育現場のニーズ等に対

応できる指導者の専門

性の向上 

 

インクルーシブ教育

システムの構築に向け

て、各都道府県等におけ

る特別支援教育政策や

教育実践等の推進に寄

与する指導者の養成を

図るため、各都道府県等

における障害種ごとの

教育の中核となる教職

員を対象とした専門

的・技術的な研修及び各

都道府県等における指

導的立場にある教職員

を対象とした特別支援

教育政策上や教育現場

等の喫緊の課題等に対

応した専門的・技術的な

研修を実施すること。 

研修の実施に当たっ

ては、その実施状況を踏

まえた課題や改善が必

要な事項等を整理する

とともに、教員研修セン

ターなどの関係機関と

の連携等研究所の研修

に求められるニーズを

的確に把握し、社会情勢

の変化等を勘案した集

中と選択の観点から、研

修の背景、必要性や具体

的な内容を明らかにし

た研修体系を早急に策

定すること。 

（１）国の政策課題や教育現場の

ニーズ等に対応できる指導者の

専門性の向上 

 

 

① 研修の背景・必要性や研究所

が実施する研修の基本方針や概

要、実施体制等を明らかにした

「研修指針」を策定し、これに基

づき、次の研修を実施する。 

イ 特別支援教育専門研修：各都

道府県等の障害種毎の教育の中

核となる教職員を対象に、障害種

別にコース・プログラムを設け、

その専門性と指導力の向上を図

る研修（約２か月間の宿泊研修） 

・視覚障害・聴覚障害・肢体不自

由・病弱教育コース 

（視覚障害教育専修プログラム） 

（聴覚障害教育専修プログラム） 

（肢体不自由教育専修プログラ

ム） 

（病弱教育専修プログラム） 

・知的障害教育コース 

（知的障害教育専修プログラム） 

・発達障害・情緒障害・言語障害

教育コース 

（発達障害・情緒障害教育専修プ

ログラム） 

（言語障害教育専修プログラム） 

 

ロ インクルーシブ教育システ

ムの充実に関わる指導者研究協

議会：各都道府県等において指導

的立場に立つ指導主事や教職員

を対象に、特別支援教育政策上や

教育現場等の喫緊の課題に関す

る専門的な知識・技能等の向上を

（１）国の政策課題や教育現場のニーズ等

に対応できる指導者の専門性の向上 

 

 

 

① 「研修指針」に基づき、次の研修を実

施する。 

 

 

 

イ 特別支援教育専門研修：各都道府県等

の障害種毎の教育の中核となる教職員を対

象に、障害種別にコース・プログラムを設

け、その専門性と指導力の向上を図る研修

（約２か月間の宿泊研修） 

（第一期）知的障害教育コース 

募集人員：70名 

実施期間：令和元年５月 13 日～令和元年７

月 12 日 

（第二期）視覚障害・聴覚障害・肢体不自

由・病弱教育コース 

募集人員：70名 

実施期間：令和元年９月２日～令和元年 11

月８日 

（第三期）発達障害・情緒障害・言語障害

教育コース 

募集人員：70名 

実施期間：令和２年１月８日～令和２年３

月 13 日 

募集人員計：210名 

 

ロ インクルーシブ教育システムの充実に

関わる指導者研究協議会：各都道府県等に

おいて指導的立場に立つ指導主事や教職員

を対象に、特別支援教育政策上や教育現場

等の喫緊の課題に関する専門的な知識・技

能等の向上を図る研修（各２日間の宿泊研

修） 

＜主な定量的指標＞ 

・研修受講者の研修修

了後における指導的

役割の実現状況につ

いて 80％以上 

・研修受講者が事前に

設定した自己目標の

研修修了直後におけ

る実現状況について

80％以上 

 

 

＜その他の指標＞ 

・研究所の研修に求め

られるニーズや社会

情勢の変化等を的確

に反映させる。また、

研究成果等の最新の

知見等をカリキュラ

ムに取り入れるとと

もに、講義のほか、演

習・研究協議等の演習

形式を多く取り入れ

る等プログラムの工

夫を行ったか。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

①「研修指針」に基づく研修の実施 

・ 当研究所の研修は、第４期中期計画に基づき、

研修の背景・必要性、研修実施の基本方針や実

施体制等を明らかにした「研修指針」を策定（平

成 28 年３月）し、実施している。 

イ 特別支援教育専門研修について 

・ インクルーシブ教育システムの充実に向け、

各都道府県等の障害種毎の教育の中核となる教

職員を対象に、専門性の向上や指導力の一層の

向上を図り、今後の各都道府県等における指導

者としての資質を高める研修を年度計画どおり

実施した。 

・ 令和元年度特別支援教育専門研修の募集人員

は、前年度同様計 210 名としたが、研修修了者

数は 232 名であり、募集人員に対する参加率は

110.5％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ インクルーシブ教育システムの充実に関わる

指導者研究協議会について 

特別支援教育政策上の課題や教育現場等の喫

緊の課題等に対応し、年度計画どおりに３つの

研究協議会を実施した。 

・ 高等学校における通級による指導に関わる

指導者研究協議会の受講者数は 112 名で、募

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

 

 

特別支援教育専門研修

受講者の指導的役割の実

現状況、自己目標の実現状

況の達成度は 121.5％と

124.6％であり、おおむね

Ａ評価の基準を達成した。 

また、国の政策課題に対

応して高等学校における

通級による指導に関する

指導者研究協議会を実施

した。さらに、発達障害教

育実践セミナーでは、研修

成果がより広く普及する

よう、研修担当指導主事に

対するセミナーとして内

容の見直しを行った。くわ

えて、特別支援学校「体

育・スポーツ」実践指導者

協議会では２日間開催と

し、より多くの実践を学び

たいという受講者のニー

ズに応える改善を図った。 

 

 その他、全ての研修、協

議会において、学習指導要

領改訂に対応したカリキ

ュラムの見直しや、昨年度

の参加者アンケート等を

参考に内容の見直しを行

った。 

 

 

＜課題と対応＞ 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評価すべき実績＞ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 

＜その他事項＞ 

 



15 

 

さらに、研修を通じ

て、国の特別支援教育政

策や研究成果等の最新

の知見等を普及すると

ともに、国の特別支援教

育政策の動向や教育委

員会・受講者等の意見を

踏まえたカリキュラム

等の見直しを行い、ＰＤ

ＣＡサイクルを十分に

機能させる取組を行う

こと。 

 

【指標】 

・教育委員会等派遣元に

対して調査を実施し、研

修受講者の研修修了後

における指導的役割の

実現状況について 80％

以上の達成を図る。 

・研修受講者が事前に設

定した自己目標の研修

修了直後における実現

状況について 80％以上

の達成を図る。 

【優先度：高】 

各都道府県等の特別

支援教育の指導者養成

は、喫緊の課題であり、

優先度は高い。 

図る研修（各２～３日間の宿泊研

修） 

・就学相談・支援指導者研究協議

会 

・発達障害教育指導者研究協議会 

・交流及び共同学習推進指導者研

究協議会 

・特別支援教育のＩＣＴ活用に関

わる指導者研究協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高等学校における通級による指導に関わ

る指導者研究協議会（連続型） 

募集人員：100名 

実施期間：第１回 令和元年５月７日～８日 

第２回 令和元年 11月 21日～22日 

・特別支援教育におけるＩＣＴ活用に関わ

る指導者研究協議会 

募集人員：70名 

実施期間：令和元年７月 22 日～23 日 

・交流及び共同学習推進指導者研究協議会 

募集人員：70名 

実施期間：令和元年 11月 14 日～15 日 

 

ハ 特別支援学校寄宿舎実践指導者協議

会：全国特別支援学校長会と連携し、各都

道府県等において指導的な立場にある寄宿

舎指導員を対象として、寄宿舎における幼

児児童生徒の生活指導等に関する実践発

表、情報交換等を行い、寄宿舎における指

導の充実を図る協議会 

募集人員：60名 

実施期間：令和元年７月 30 日 

 

ニ 特別支援学校「体育・スポーツ」実践

指導者協議会：全国特別支援学校長会と連

携し、特別支援学校の体育・スポーツ活動

に関して指導的立場に立つ教員等を対象と

して、実践交流・情報交換を通じて、体育・

スポーツ指導の専門性の向上及び特別支援

学校を拠点とした体育・スポーツ活動の充

実を図る協議会 

募集人員：60名 

実施期間：令和元年８月 20 日～21 日 

 

② 上記のほか、家庭と教育と福祉の連携

を推進する「トライアングル」プロジェク

トにおいて求められている指導的立場とな

る者に対する研修として、発達障害教育実

践セミナーを実施する。 

発達障害教育実践セミナー：教育委員会及

び教育センター等の研修担当指導主事等を

対象として、発達障害教育に関する専門的

集人員に対する参加率は平均で 111.5％であ

った。 

・ 特別支援教育における ICT 活用に関する指

導者研究協議会の受講者は 77 名で、募集人員

に対する参加率は 110％であった。 

・ 交流及び共同学習推進指導者研修協議会の

受講者数は 69名で、募集人員に対する参加率

は 99％であった。 

 

 

 

 

 

ハ 特別支援学校寄宿舎指導実践協議会について 

特別支援学校寄宿舎指導実践協議会は、全

国特別支援学校長会との連携研修であり、受

講者は 63 名で、募集人員に対する参加率は

105％であった。寄宿舎指導員の研修の機会が

全国的に少ない中、受講者からは有意義であ

ったとのプラス評価が 97％で満足度の高い協

議会となった。 

ニ 特別支援学校「体育・スポーツ」実践指導者

協議会について 

特別支援学校「体育・スポーツ」実践指導

者協議会は、全国特別支援学校長会との連携

研修であり、受講者は 45名で、募集人員に対

する参加率は 75％であったが、受講者からは

有意義であったとのプラス評価が 100％で特

に満足度の高い協議会となった。 

 

 

 

 

 

② 発達障害教育実践セミナーについて 

家庭と教育と福祉の連携を推進する「トライ

アングル」プロジェクト報告を踏まえ「発達障

害者支援における家庭と教育と福祉の連携を推

進するための教員研修の在り方」をメインテー

マとした。また、参加対象を「都道府県・指定

都市・中核市の教育委員会及び教育センターの

研修担当の指導主事」に絞り、各地域における

 特別支援学校の学習指

導要領の改訂や高等学校

における通級による指導

の制度化等、新たな教育課

題へ迅速に対応できるよ

う研究成果を十分に研修

に反映させることが必要

となってきている。このた

め、受講者や教育委員会等

のアンケート等を基にカ

リキュラムの改善を図る

等、不断の見直しを行い、

PDCA サイクルを十分に機

能させ、第五期に向けて、

研修事業の在り方の検討

を早急に進めていく必要

がある。 
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② 研修の実施に当たっては、教

職員支援機構などの関係機関と

の連携等研究所の研修に求めら

れるニーズや社会情勢の変化等

を的確に反映させる。また、イン

クルーシブ教育システムの構築

に向けて、国の特別支援教育政策

や研究成果等の最新の知見等を

カリキュラムに取り入れるとと

もに、講義のほか、演習・研究協

議等の演習形式を多く取り入れ、

受講者が受講した内容を実際の

教育や活動の中で生かせるよう

プログラムを工夫する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知識を深め、研究協議等を通して、各地域

における発達障害教育の実践的な指導力の

向上を図るセミナー 

募集人員：100名 

実施期間：令和元年７月 17 日～７月 18日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 研修の実施に当たっては、独立行政法 

人教職員支援機構をはじめとする関係機関

との連携等研究所の研修に求められるニー

ズや社会情勢の変化等を的確に反映させ

る。また、インクルーシブ教育システムの

構築に向けて、国の特別支援教育政策や研

究成果等の最新の知見等をカリキュラムに

取り入れるとともに、講義のほか、演習・

研究協議等の演習形式を多く取り入れ、受

講者が受講した内容を実際の教育や活動の

中で生かせるようプログラムを工夫する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発達障害教育の実践的な指導力の向上を推進す

るための研修の充実を図ることを主な目的とし

た。 

参加者からは、「行政説明については、両省か

ら最新の情報を交えてお話を聞くことができ、

非常に有意義だった。」「基調講演では、子ども

と親を医療の面からとらえて感じている内容だ

ったので、視点の転換をすることができた。」「パ

ネルディスカッションの 3 名の方の話は一人一

人じっくり聞きたい内容でした。」「各地の実践

は、取り入れたいものが多かったです。」などの

感想が寄せられた。実施後のアンケートも満足

度が 98％となり、満足度の高いセミナーとなっ

た。 

なお、当日の基調講演の資料を、当研究所発

達障害教育推進センターウェブサイトに掲載

し、誰もが閲覧できるよう利便を図った。 

 

③ 研修カリキュラムの見直し等について 

特別支援教育専門研修及び各研究協議会の修

了直後のアンケート等を踏まえ、見やすく分か

りやすい資料の作成例の提案やシラバスに沿っ

た講義となるよう担当講師への要請、最新の研

究成果を各障害種の教育論の講義に取り入れる

などのカリキュラムの見直し等を行った。 

また、特別支援教育政策上や教育現場等の喫

緊の課題に対応するため、平成 30年度より制度

化された高等学校における通級による指導につ

いて、より実践的な内容となるようカリキュラ

ムの見直しを図った。発達障害教育実践セミナ

ーでは、喫緊の課題である通級による指導担当

者の実践的指導力の向上を目指し、より具体的

な内容とするなどの見直しを図った。さらに、

今後開催される東京オリンピック、パラリンピ

ックに向けた機運の高まりを受け、各地域で障

害者スポーツの振興が図られるよう、特別支援

教育専門研修において、障害者スポーツ等に関

わる講義・演習を取り入れた。その他、全ての

研修において新学習指導要領に対応した内容と

なるよう見直した。  

（主な改善例） 

・ インクルーシブ教育システムの充実を図る
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③ 任命権者である教育委員会

等に対して、研修修了１年後に受

講者の指導的役割の実現状況に

ついてのアンケート調査（各地域

で行う研修や研究会等の企画・立

案、講師としての参画などの指導

的役割の実現状況）を実施し、

80％以上の達成を確保する。 

また、特別支援教育専門研修の

受講者に対して、事前に設定した

研修の自己目標の修了直後にお

ける実現状況についてアンケー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 特別支援教育専門研修及びインクルー

シブ教育システムの充実に関わる指導者研

究協議会の平成 30年度受講者及び任命権者

である教育委員会等に対し、平成 30 年度研

修受講者を対象とした研修修了１年後にお

ける指導的役割の実現状況（各地域で行う

研修や研究会等の企画・立案、講師として

の参画などの指導的役割の実現状況）につ

いてのアンケート調査を実施し、80％以上

の達成を確保する。 

また、特別支援教育専門研修の受講者に対

して、事前に設定した研修の自己目標の修

ため、特別支援教育専門研修の「各障害種教

育論」等において、小・中学校等に在籍して

いる支援の必要な児童生徒への指導内容・方

法等に関する内容を増やすとともに、研究成

果や新学習指導要領、高校通級に関わる内容

等、国の最新情報や最新の調査結果を取り入

れるなど、講義内容について随時見直しを行

った。 

・ 「教育と医療・保健・福祉・労働との連携」

の講義において特別支援学校の地域支援（セ

ンター的機能）を意識した内容とした。 

・ 受講者が指導者として活躍できるよう共通

講義「研修の企画・運営の方法」において、

グループ協議を行った上で自己目標を考えさ

せるなど、協議・演習の構成を工夫した。 

・ 障害者スポーツについては、特別支援教育

担当教員が啓発していくことの重要性に鑑

み、専門研修において「障害者スポーツの概

要と実践」を取り入れた。 

・ 高等学校における通級による指導の国の政

策動向を踏まえ、導入に向けての経緯、検討

課題、留意点等についての講義や、既に導入

している教育委員会、高等学校の取組の紹介

を取り入れた。また、連続型の研修であるこ

とを生かして時間を置いて課題を整理するな

ど、より実践的な研修を実施した。さらに、

指導実践の充実に向けて、自立活動に基づい

た指導内容を検討する演習を行うなどの内容

を取り入れた。 

 

④ 教育委員会等や受講者に対するアンケート調

査 

１）特別支援教育専門研修修了１年後アンケート

調査における指導的役割の実現状況 

平成30年度特別支援教育専門研修修了者につ

いて、修了１年後を目途に、受講者、受講者の

所属長及び教育委員会に対し、受講者の各地域

等での指導的役割の実現状況の把握を目的に、

アンケート調査を行った。 

その結果、研修成果を教育実践に反映できて

いると考える受講者は 98.6％、受講者が研修成

果を教育実践に反映できていると考える受講者
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ト調査を実施し、80％以上の達成

を確保する。 

これらのアンケート調査で、

80％を下回った場合には、研修の

内容・方法等を改善するととも

に、あわせて、国の特別支援教育

政策の動向等を踏まえたカリキ

ュラム等の見直しを適宜行うな

ど、ＰＤＣＡサイクルを重視した

研修の運営を行う。 

 

了直後における実現状況についてアンケー

ト調査を実施し、80％以上の達成を確保す

る。 

これらのアンケート調査で、80％を下回

った場合には、研修の内容・方法等を改善

するとともに、あわせて、国の特別支援教

育政策の動向等を踏まえたカリキュラム等

の見直しを適宜行うなど、ＰＤＣＡサイク

ルを重視した研修の運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所属長（学校長等）は 98.1％、指導的役割を

実現できていると考える教育委員会は 97.2％

と、目標値である 80％を超える結果となった。 

２）特別支援教育専門研修における自己目標の修

了直後における実現状況 

令和元年度特別支援教育専門研修受講者の研

修修了直後における自己目標の実現状況は、第

一期は 99％、第二期は 93％、第三期は 92％、専

門研修全体で 94.4％と、目標値である 80％を超

える結果となった。 

また、修了直後アンケートでは、「研修プログ

ラムが指導者養成研修として適切であるかどう

か」について聞いているが、第一期は 100％、第

二期は 100％、第三期は 99％の｢適切である｣と

いう評価結果を得た。 

３）インクルーシブ教育システムの充実に関わる

指導者研究協議会修了１年後アンケート調査に

おける指導的役割の実現状況 

平成30年度インクルーシブ教育システムの充

実に関わる指導者研究協議会（高等学校におけ

る通級による指導に関わる指導者研究協議会、

特別支援教育における ICT 活用に関わる指導者

研究協議会、交流及び共同学習推進指導者研究

協議会）について、特別支援教育専門研修と同

様に、受講者、受講者の所属長及び教育委員会

等に対して、研修修了１年後アンケート調査を

実施した。 

その結果、３つの研究協議会全体では、研修

成果を教育実践に反映できていると考える受講

者は 96.2％、研修成果を教育実践に反映できて

いると考える受講者の所属長は 97.9％、指導的

役割を実現できていると考える教育委員会は

97.9％と、目標値である 80％を超える結果とな

った。 

また、令和元年度の研究協議会受講者に対す

る修了直後のアンケート調査結果においては、

「研修プログラムが全体として有意義であった

かどうか」について聞いているが、高等学校に

おける通級による指導に関わる指導者研究協議

会で 99.5％、特別支援教育における ICT活用に

関する指導者研究協議会で 99％、交流及び共同

学習指導者研究協議会で 100％の「有意義であっ
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た」という評価結果を得た。 

 （２）各都道府県等が実

施する教員の資質向上

に関わる支援 

各都道府県等におけ

るインクルーシブ教育

システムの構築に向け

た幅広い教員の資質向

上のため、多様な学びの

場に対応した講義配信

コンテンツの計画的な

整備を図り、インターネ

ットにより学校教育関

係者等へ配信すること。

また、特別支援学校教諭

免許状取得率向上のた

めの免許法認定通信教

育及び免許法認定講習

を実施すること。 

これらの実施に当た

っては、利用者のアンケ

ート調査等を基に、内容

及び運用の改善を図る

こと。 

 

【指標】 

・講義配信の受講登録者

数を、中期目標期間終了

までに、4,000 人以上と

する（平成 28 年１月現

在登録機関数：1,156 機

関。平成 28 年度以降、

利便性向上のため個人

登録に変更。） 

・免許法認定通信教育及

び免許法認定講習によ

る単位取得者数を中期

目標期間終了までに、

3,000 人以上とする。 

【重要度：高】【難易度：

高】 

各都道府県等が進める

（２）各都道府県等が実施する教

員の資質向上に関わる支援 

 

① 各都道府県等における障害

のある児童・生徒等の教育に携わ

る教員をはじめ、幅広い教員の資

質向上の取組を支援するため、

「研修指針」に基づき、特別支援

教育に関する基礎的及び専門的

内容の講義を収録し、インターネ

ットにより学校教育関係者等へ

配信する。 

 

イ 配信する講義コンテンツに

ついて体系的・計画的な整備を図

るとともに、最新の情報を提供で

きるよう、計画的に更新する。ま

た、利用者のアンケート調査等を

基に、内容及び運用の改善を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 幼稚園、小・中学校、高等学

校、特別支援学校等に対して、幅

広く広報することにより、講義配

信の受講登録数を、中期目標期間

終了までに、4,000人以上を確保

する。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）各都道府県等が実施する教員の資質

向上に関わる支援 

 

① 「研修指針」に基づき、特別支援教育

に関する基礎的及び専門的内容の講義を収

録し、インターネットにより学校教育関係

者等へ配信する。 

 

 

 

 

 

 

イ 配信する講義コンテンツについては、

障害のある子供が多様な学びの場（特別支

援学校、特別支援学級、通級による指導、

通常の学級）で学んでいることを考慮し、

幅広い教職員のニーズに応えるため、幼稚

園から高等学校までの教職員向けコンテン

ツの拡充や学習指導要領の改訂に応じたコ

ンテンツの制作など、教職員の専門性向上

に向けて、体系的・計画的な整備を図る。

また、新たに管理職に就いた者への特別支

援教育の理解や学校経営等についてのコン

テンツの充実を図る。さらに、利用者の利

便性を考慮して、よりアクセスしやすいよ

う運用を改善する。 

 

ロ 幼稚園、小・中学校、高等学校、特別

支援学校等に対して、幅広く広報すること

により、講義配信の受講登録数を、令和元

年度末までに、4,000 人以上を確保する。広

報の方法については、各校長会、研修会等

での説明やパンフレット等の配布を行い、

直接的に学校に情報が伝わるよう充実を図

る。 

 

ハ 広く学校教育関係者等の利用に供する

ため、教育委員会等からの申し出に応じて、

講義配信コンテンツの動画ファイル等を提

供する。 

＜主な定量的指標＞ 

・講義配信の受講登録

数 4,000 人以上 

・免許法認定通信教育

及び免許法認定講習

による単位取得者数

1,000 人以上 

 

 

＜その他の指標＞ 

・講義コンテンツにつ

いて体系的・計画的な

整備を図るとともに

最新の情報を提供で

きるよう更新を行う。

また、利用者のアンケ

ート調査等を基に内

容及び運用の改善を

図ったか 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

① インターネットによる講義配信 

１）講義コンテンツの充実 

都道府県等において、障害のある児童生徒等

の教育に携わる教員の資質向上を図る取組を支

援するため、インターネットによる講義配信を

行っている。配信する講義コンテンツについて

は、特別支援教育全般と各障害種別、職能別、

研修体系別、校種別等体系的・計画的な整備を

図っており、令和元年度は、学習指導要領の改

訂を踏まえ、通常の学級における各教科等の学

びの困難さに応じた指導に関するコンテンツ等

を新たに９コンテンツ公開するなど、令和元年

度末現在、障害種別等の基礎的な内容を学ぶ基

礎編53コンテンツ、専門的な事項を学ぶ専門編

77コンテンツの計130コンテンツを視聴可能と

した。 

 

（「通常の学級における各教科等の学びの困難さ

に応じた指導」に関するコンテンツの作成） 

 平成30年度より３年間の計画で、「通常の学級

における各教科等の学びの困難さに応じた指

導」に関するコンテンツの作成を進めているが、

各教科別の特別な配慮の具体例等について、新

たに４コンテンツの作成を行った。 

(学習指導要領改訂に対応したコンテンツの更

新等) 

 これまで公開してきたコンテンツについて、

学習指導要領改訂に伴って内容を見直し、令和

元年度においては、７コンテンツの更新を行っ

た。 

（管理職向けコンテンツの新規作成） 

小学校・中学校管理職向けのコンテンツとし

て、令和元年度に新たに特別支援教育の視点を

生かした学校経営に関するコンテンツを公開し

た。  

２）次期講義配信システムの導入 

講義配信の次期システムの仕様検討に当た

り、平成30年度に実施したアンケート結果等を

＜根拠＞ 

 

 

 教員の資質向上支援に

ついては、講義配信登録者

数が 5,916人となり、年度

計画の 4,000人を超え、目

標を達成した。また、この

数値は中期目標の指標で

あり、中期目標の指標につ

いても、高いレベルで達成

したこととなった。 

免許法認定通信教育及

び免許法認定講習による

単位取得者数は 1,323 人

となり、年度計画の 1,000

人を大幅に超え、目標を達

成した。 

 

 講義コンテンツの充実

の取組として、高等学校や

幼稚園における特別支援

教育に対応したコンテン

ツ、学習指導要領改訂に対

応したコンテンツの更新

及び新規作成、管理職向け

のコンテンツの追加等を

行い、130コンテンツが視

聴可能となった。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 学習指導要領の改訂や

高等学校における通級に

よる指導の制度化を踏ま

え、より教育現場の課題に

対応した講義配信コンテ

ンツの一層の整備を図り、

広く普及していくことが

必要となってきている。こ

のため、令和元年度に整備
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教職員の資質向上への

支援は、喫緊の課題であ

り、重要度は高い。また、

免許法認定通信教育は、

新たにシステムを構築

して、運用を図るもの

で、コンテンツの新規整

備や各都道府県におけ

る試験の実施等、様々な

課題があり、難易度は高

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 特別支援学校教諭免許状の

取得率向上のため、インターネッ

トを通して免許法認定通信教育

を実施する。また、特別支援教育

専門研修において、免許法認定講

習及び免許状更新講習を実施す

る。 

免許法認定通信教育の実施に

当たっては、免許取得率の低い領

域から優先的に科目を開設する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 特別支援学校教諭免許状の取得率向上

のため、インターネットを通して免許法認

定通信教育を実施する。また、特別支援教

育専門研修において、免許法認定講習及び

免許状更新講習を実施する。 

（令和元年度前期開設科目） 

・視覚障害児の教育課程及び指導法に関す

る科目（１単位） 

・聴覚障害児の教育課程及び指導法に関す

る科目（１単位） 

踏まえ、令和元年度に、次期講義配信システム

の仕様を決定し、令和２年度からの導入に向け

て、新たな講義配信システムを構築した。 

新講義配信システムにおいては、教育委員会

が講義配信コンテンツを活用して目的に応じた

独自のプログラムを作成したり、学校が校内研

修に活用したりできるよう団体登録機能を設け

るなど、教育委員会・学校がより活用しやすく

なるよう機能の充実を図ったところである。 

 

３）広報活動の実施による登録者数の増加 

インターネットによる講義配信のリーフレッ

トを、全国特別支援学校長会をはじめとする各

種学校長会や研究所セミナー等で配布し、幅広

く広報を行った。 

登録者数については、令和元年度末で5,916名

となり、平成30年度末の3,876名から2,040名の

増（＋53％）となった。令和元年度計画の4,000

名以上を達成するとともに、中期目標期間中の

4,000人以上の登録についても、達成した。 

 

４）講義配信コンテンツの動画ファイル等の提供 

 教育委員会や学校からのインターネット接続

については、自治体によっては外部との接続を

制限している場合があることから、教育委員会

から申し出があった場合には、自治体内のクロ

ーズドなネットワークでの活用を行えるよう、

ファイル等を提供する取組を行った。令和元年

度は、東京都、岐阜県、茨城県、京都府、和歌

山県に加え、新たに新宿区及び神戸市の教育委

員会にファイル等を提供した。 

 

② インターネットによる免許法認定通信教育の

実施 

令和元年度は、前期（令和元年５月～９月）

に「視覚障害児の教育課程及び指導法」（１単位）

及び「聴覚障害児の教育課程及び指導法」（１単

位）を、後期（令和元年10月～令和２年１月）

に「視覚障害児の心理、生理及び病理」（１単位）

及び「聴覚障害児の心理、生理及び病理」（１単

位）を開設した。 

 

した新講義配信システム

において、教育委員会・セ

ンターや学校での一層の

活用を推し進める必要が

ある。 

今後、講義配信コンテン

ツの拡充及び広報の充実

に努めていく。 
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とともに、受講者の利便性を考慮

した運営の工夫を行う。 

 

免許法認定通信教育及び免許

法認定講習による単位取得者数

を中期目標期間終了までに、

3,000 人以上を確保する。 

（令和元年度後期開設科目） 

・視覚障害児の心理、生理及び病理に関す

る科目（１単位） 

・聴覚障害児の心理、生理及び病理に関す

る科目（１単位） 

免許法認定通信教育及び免許法認定講習

による単位取得者数を令和元年度間に、延

べ 1,000 人以上を確保する。 

 

 

 

単位認定試験は、前期については令和元年９

月７日（土）に全国20会場で、後期については

令和２年２月１日（土）に全国24会場で実施し、

単位取得者は計1,106名となった。 

なお、前期試験においては台風の影響で受験

できなかった者を救済するため再試験を実施し

た。 

 受講者の利便性向上のため、試験実施会場を

原則県庁所在地に設定するとともに、障害のあ

る者への配慮について、本人からの聞き取りを

基に措置した。また、受講者からの質問や要望

を基に、「よくある質問」の拡充や理解度チェッ

クテストを配信講義とは別に視聴できるように

するなどの改善を図った。 

［視覚障害のある者への配慮の例］ 

・問題用紙へのチェックによる解答 

・ルーペの持参及び使用 

・試験時間の延長（1.3倍（弱視）1.5 倍（盲）） 

・テキスト形式の試験問題を USB メモリに入れ

て出題 

・パソコン上で解答し、USBメモリに入れて提出 

［聴覚障害のある者への配慮の例］ 

・試験室内の前列、通路側に座席を設ける 

・注意事項等の説明をメモにより伝達する 

・試験開始と試験終了の合図について、近くで

手で指し示して行う 

 

○ 特別支援教育専門研修における免許法認定講

習及び免許状更新講習 

・ 特別支援教育専門研修においては、教育職員

免許法施行規則に基づく免許法認定講習を併せ

て開設し、講習履修者に対して試験（レポート）

による審査のうえ、特別支援学校教諭の一種又

は二種免許状の取得に必要な単位について、延

べ 217名に単位の認定を行った。 

・ 当研究所の免許法認定通信教育及び免許法認

定講習による単位取得者は、中期目標で 3,000

名を指標としているが、令和元年度においては

年度計画の 1,000 名以上である 1,323 名が取得

しており、国の施策である免許状取得率の向上

に寄与しているものと考える。 

・ 特別支援教育専門研修において、併せて開設
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している免許状更新講習については、講習履修

者に対して試験（記述式筆記）による審査のう

え、33名の履修認定を行った。 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

予算額と決算額の差が 10％以上であるが、これは講義配信システムの機能強化等の改修を行ったことが大きな要因である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項）様式 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３ 総合的な情報収集・発信や広報の充実及び関係機関等との連携強化を通じた特別支援教育に関する幅広い関係者の理解の促進 

業務に関連する政策・施

策 

 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法第 12条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 

重要度「高」：（１）戦略的かつ総合的な情報収集・発信の推進 

特別支援教育に係る有用な情報等を、教育関係者はもとより、民間企業

や各種団体等に対しても広く提供し普及を図ることは、国の特別支援教育

政策を進めていく上で重要であるため 

重要度「高」：（２）特別支援教育に関する理解啓発活動の推進 

対象が、特別支援学校及び特別支援学級等以外であるため、これまで以

上の積極的かつ効果的な広報が必要となり、難易度は高い 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ① 要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期

間最終年度値等） 

28年度 29年度 30年度 令和元年

度 

令和２年

度 

 28年度 29年度 30年度 令和元年

度 

令和２年

度 

研究所セミナー

の参加者満足度 
85％以上 － 99.4％ 98.6％ 99.6％ 中止 

 予算額（千円） 
250,512 226,891 222,613 238,677 

 

地域における支

援機器等教材に

関する研修会・展

示会の開催回数 

毎年度４回 － ４回 ４回 ４回 ４回 

 決算額（千円） 

206,722 234,331 222,264 244,443 

 

講師派遣の派遣

人数 
前中期目標比

25％以上増 
－ 

439人 

（28年度計画

値：430人） 

431人 

（29年度計画

値：430人） 

430人 

（30年度計画

値：430人） 

439人 

（元年度計画

値：435人） 

 経常費用（千円） 

209,852 229,033 220,818 242,012 

 

   
   

 

 

 経常利益（千円） 
△1,066  6,293  2,056 20,160 

 

        行政サービス実施

コスト（千円） 
198,172 232,502 220,818 － 

 

        行政コスト（千円） － － － 326,160  

        従事人員数 14 15 15 15  

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）戦略的かつ総合的な

情報収集・発信の推進 

 

我が国唯一の特別支援

教育のナショナルセンタ

ーとして、特別支援教育の

政策・施策及び現状や課

題、研究所の存在や活動内

容（研究内容やその成果）

等について、学校、民間企

業、各種団体等、多方面に

周知させ、それら各方面か

らの理解・支援を得ること

ができるよう、情報収集・

発信方策や広報の在り方

を具体化し強化した広報

戦略を早急に策定するこ

と。 

また、広報戦略に基づ

き、特別支援教育に関する

政策・施策や研究活動及び

教育現場の課題等に関す

る情報を系統的に収集す

るとともに、研究所の活動

内容等と併せて、全ての学

校をはじめとする関係者

に必要かつ有益な情報が

提供されるよう、研究成果

の普及やインターネット

を通じた情報提供の量的

充実とその効果的・戦略的

な取組を推進すること。 

 

【指標】 

・情報提供のコンテンツを

充実し、広く学校、民間企

業、各種団体等に周知する

とともに、研究所メールマ

（１）戦略的かつ総合的な情報収

集・発信の推進 

 

① 特別支援教育に関する幅広

い関係者の理解・支援の確保に貢

献するため、研究所における情報

収集・発信方策や広報の在り方を

具体化し、取組を強化することを

目的に「広報戦略」を策定し、こ

れに基づき、次のとおり、戦略

的・総合的に情報収集を行う。 

 

イ 研究所の研究成果をはじめ、

特別支援教育に関連する学術的

な内容から教育実践に関わる内

容まで、幅広い情報を計画的に収

集する。 

 

ロ 収集した情報については、専

門的な研究内容や、教育現場に必

要な実践に関する情報、理解・啓

発に関する基礎的な内容など、情

報内容に応じて、体系的・階層的

に整理して、発信する対象を考慮

したコンテンツとして整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 「広報戦略」に基づき、全て

の学校をはじめとする関係者に

（１）戦略的かつ総合的な情報収集・発信

の推進 

 

① 「広報戦略」に基づき、次のとおり、

戦略的・総合的に情報収集を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究所の研究成果をはじめ、特別支援

教育に関連する学術的な内容から教育実

践に関わる内容まで、幅広い情報を計画的

に収集する。 

 

 

ロ 収集した情報については、専門的な研

究内容や、教育現場に必要な実践に関する

情報、理解・啓発に関する基礎的な内容な

ど、情報内容に応じて、体系的・階層的に

整理して、発信する対象を考慮したコンテ

ンツとして整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 「広報戦略」に基づき、全ての学校を

はじめとする関係者に必要かつ有益な情

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

・特別支援教育に関連

する学術的な内容か

ら教育実践に関わる

内容まで幅広く情報

収集し、情報内容に応

じて整理し、発信する

対象を考慮したコン

テンツとして整備し

たか。 

 

・国や都道府県はもと

より、市区町村や幼・

小・中・高、保護者等

多方面に対してイン

ターネットなど様々

な手段を活用して情

報の発信、提供を充実

したか。 

 

・研究成果について、

ホームページを通じ

て、研究成果報告書の

ほか、サマリー集やリ

ーフレット等わかり

やすい形で情報提供

を行うとともに、学会

発表及び誌上発表を

行ったか。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

① 「広報戦略」に基づく情報収集 

イ 情報収集 

・ 特別支援教育に関するナショナルセンターとし

て、文部科学省等の国の施策に関する情報、都道府

県教育委員会等に関する情報、各種学校長会研究協

力園・学校等における実践に関する情報、関連学会

での学術的な情報等を幅広く収集した。 

・ 発達障害教育に関する情報は発達障害教育推進セ

ンターが、障害種をまたがる特別支援教育の教材・

支援機器等（ICT等を含む）に関する情報は情報・

支援部が、それぞれ、文部科学省や厚生労働省、都

道府県の教育センター等と連携して、系統的に幅広

く収集した。 

 

 

ロ コンテンツの整備 

・ 研究成果については、研究成果報告書、サマリー

集等のほか、教育委員会や教育現場で活用できるよ

うに、研究成果物（リーフレット、ガイドブック、

事例集等）としてコンテンツを整備している。研究

成果・刊行物別に提供していたコンテンツを、特別

支援教育全体と各専門領域（各障害種）別に整理し

て、新たに、ホームページで情報発信できるように

した。 

・ 発達障害教育については、研修講義や Q&A を発達

障害教育推進センターのホームページで公表でき

るようにコンテンツを整備した。 

・ 教材・支援機器等については、研究所内の展示室

で実物を展示できるように、障害種別に系統的に整

備するほか、特別支援教育の支援教材については、

支援教材ポータルサイトに掲載できるように、コン

テンツをデータベース化して整備した。 

 

② 情報提供の量的充実とその効果的・戦略的な取組 

イ及びハ ［研究成果などの情報発信］ 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

＜根拠＞ 

特別支援教育に関連

する学術的な内容から

教育実践に関わる内容

まで幅広く情報収集し

ている。研究や研修に

活用するとともに、普

及対象を考慮し、全て

の学校をはじめとする

関係者に必要かつ有益

な情報が提供されるよ

うに充実を図り、情報

発信に取り組んだ。 

また、収集した情報

をホームページで提供

するとともに、利便性

の改善や利用者サイド

の視点を取り入れて、

計画どおりホームペー

ジを改定した。 

＜根拠＞ 

発達障害教育推進セ

ンターのホームページ

で公表しているコンテ

ンツである You Tubeの

NISE チャンネル（平成

28 年度開設）について、

教育委員会、学校長会

等の関係機関への情報

提供に努めた。 

これらのことから、

学校、各種団体等、多

方面に必要かつ有益な

情報を提供するなど、

年度計画を達成した。 

＜課題と対応＞ 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評価すべき実績＞ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 

＜その他事項＞ 
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ガジン講読者に対して、研

究所ホームページの有用

度（研究所ホームページの

使いやすさ、情報量の多

さ、情報の検索の容易さ

等）に関するアンケート調

査を定期的に行い、毎年度

ホームページを改善する。

平成 29 年度以降、ホーム

ページの利用状況等を勘

案し、更なる改善のための

指標を検討する。 

【重要度： 高】 

特別支援教育に係る有用

な情報等を、教育関係者は

もとより、民間企業や各種

団体等に対しても広く提

供し普及を図ることは、国

の特別支援教育政策を進

めていく上で重要であり、

重要度は高い。 

 

必要かつ有益な情報が提供され

るよう、情報提供の量的充実とそ

の効果的・戦略的な取組を推進す

る。 

 

イ 国や都道府県、特別支援学校

はもとより、市区町村や幼稚園、

小・中学校、高等学校、保護者、

関係団体等多方面に対して、イン

ターネットなど様々な手段を活

用して、研究成果などの研究所が

有する情報の発信、提供を充実す

る。 

 

 

 

 

ロ 研究所のホームページにつ

いて、情報コンテンツを計画的・

体系的に整備することにより、

様々な利用者層にとって、有用で

わかりやすいものとなるように

する。また、国際的な情報発信を

強化するため、発達障害教育に関

する情報をはじめ、研究所が有す

るコンテンツの英語版の作成を

計画的に進める。 

 

ハ 研究成果については、ホーム

ページを通じて、研究成果報告書

のほか、サマリー集やガイドブッ

ク、リーフレット等わかりやすい

形で情報提供を行うとともに、学

会発表及び誌上発表を行う。 

 

 

 

 

ニ 研究や国際会議・外国調査の

報告等を内容とする特総研ジャ

ーナル、研究紀要、英語版のジャ

ーナルであるNISE Bulletinを毎

報が提供されるよう、情報提供の量的充実

とその効果的・戦略的な取組を推進する。 

 

 

 

イ 国や都道府県、特別支援学校はもとよ

り、市区町村や幼稚園、小・中学校、高等

学校、保護者、関係団体等多方面に対して、

インターネットなど様々な手段を活用し

て、研究成果などの研究所が有する情報の

発信、提供を充実する。また、幼稚園、小・

中学校、高等学校等に対して、研究所ホー

ムページの活用を促すため情報発信の充

実を図る。 

 

 

 

ロ 研究所のホームページについて、情報

提供コンテンツを計画的・体系的に整備す

ることにより、様々な利用者層にとって、

有用でわかりやすいものとなるようにす

る。また、国際的な情報発信を強化するた

め、発達障害教育に関する情報をはじめ、

研究所が有するコンテンツの英語版の作

成を計画的に進める。 

 

 

 

ハ 研究成果については、ホームページを

通じて、研究成果報告書のほか、サマリー

集やリーフレット、ガイドブック等わかり

やすい形で情報提供を行うとともに、学会

発表及び誌上発表を行う。 

 

 

 

 

 

ニ 研究や国際会議・外国調査の報告等を

内容とする特総研ジャーナル、研究紀要、

英語版のジャーナルである NISE Bulletin

を令和元年度中にそれぞれ１回刊行し、ホ

  研究成果・刊行物は、ホームページ上に掲載して

情報提供を行った。教育現場や大学等で活用できる

ように各研究班・研究チームが収集した情報を基に

研究所が書籍として「特別支援教育の基礎・基本」

を令和 2 年 6月中旬に発行予定である。 

また、印刷したサマリー集は、都道府県・市区町

村教育委員会等へ幅広く配布し、リーフレット類

は、各種の研修等で活用するとともに、研究講師等

の派遣の際に教育委員会等の自治体のホームペー

ジに研究所のリンクを貼ってもらうよう積極的に

働きかけた。さらに、所内外の研修や講演、文部科

学省主催の説明会、研究所主催の各種イベント、各

種学校長会の総会等では、パンフレットを配布し、

説明を行うことで普及を図った。なお、日本特殊教

育学会等での学会における発表や誌上発表を行う

ことでも普及を図った。 

 

ロ及びホ ［ホームページによる情報発信］ 

ホームページについては、利用者サイドの視点か

ら、コンテンツの中身の精査や見やすさの改善を図

り、特別支援教育に関する最新情報や研修の情報を

発信した。 

 

インクルーシブ教育システム構築支援データベ

ース（インクル DB）では、学校・地方公共団体向

けや保護者向けの Q&A を１問１答式で掲載するほ

か、研究所の研究報告や関連リンクの掲載を行い、

情報発信の充実を図った。 

新しいホームページについては、研修や研究所セ

ミナー等を含めた様々な情報発信の機会に積極的

に紹介し、アンケートだけでは得られない率直な意

見（例：研究所の研究者を検索しやすくして欲しい）

等を収集し、さらに利用しやすいように改善を図っ

ている。 

  主務大臣から指摘のあった国際化の対応につい

ては、英語版特総研ジャーナルの NISE Bulletin を

英語版のホームページに掲載した。 

 

ニ ［各種出版物］ 

研究所の事業や研究、外国調査の報告等をまとめ

た特総研ジャーナル、英語版特総研ジャーナルの

NISE Bulletin、研究紀要第 47 巻を令和２年３月に

研究所のホームペー

ジのリニューアル等、

情報発信体制の充実を

図ってきており、今後、

更なるコンテンツの充

実を図る。その情報が

教育現場で活用される

よう、具体的に幅広い

教員層へ届けることが

課題となる。そのため、

中期計画の指標の一つ

である、研究所の認知

度調査実施に向けた

「予備調査」を実施し、

調査の目的･内容・方法

についての基礎的な知

見を得た。引き続き、

予備調査の効果的実施

や研究所セミナー等研

究所が行うイベント、

または国・都道府県の

研修といった情報提供

の機会を有効に活用し

ていく方策を検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

メールマガジンの登

録者数を増加させるた

めには、幼・小・中・

高等学校の教職員・保
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年度それぞれ１回刊行し、ホーム

ページに掲載する。また、研究所

の研究成果や特別支援教育に係

る最新の情報等を紹介するメー

ルマガジンを毎月１回配信する。 

 

 

ホ 研究所のホームページの有

用度（ホームページの使いやすさ

や情報量の多さ、情報検索の容易

さ等）に関するアンケート調査を

定期的に行い、これに基づき、毎

年度ホームページを改善する。ま

た、平成 29 年度以降、ホームペ

ージの利用状況等を勘案して、更

なる改善のための指標を検討す

る。 

ームページに掲載する。また、研究所の研

究成果や特別支援教育に係る最新の情報

等を紹介するメールマガジンを毎月１回

配信する。 

 

 

 

ホ 研究所のホームページの有用度（ホー

ムページの使いやすさや情報量の多さ、情

報検索の容易さ等）に関するアンケートに

基づき、目的の情報へのアクセスを容易に

するなど改善を行う。 

 

 

 

 

刊行し、ホームページに掲載した。また、研究所の

活動や特別支援教育の最新情報等を発信するメー

ルマガジンを毎月１回配信した。（登録者数：令和

元年度 7,970人、平成 30年度 9,668人、平成 29 年

度 9,225 人）。 

 

 

ホ 新しいホームページについては、研修や研究所セ 

ミナー等を含めた様々な情報発信の機会に積極的

に紹介し、アンケートだけでは得られない率直な意

見（例：研究所の研究者を検索しやすくして欲しい）

等を収集し、さらに利用しやすいように改善を図っ

ている。（再掲） 

護者、関係団体等多方

面に対してメールマガ

ジンの周知を図ること

が求められる。 

さらに、研究所の活

動や特別支援教育の最

新情報等に加えて、学

校や家庭で活用できる

有用な情報や最新の研

修等の情報が提供でき

るよう中身の充実を図

る。 

 （２）特別支援教育に関す

る理解啓発活動の推進 

 

インクルーシブ教育シ

ステムの構築に向けて、研

究所セミナー等の開催を

通じて、教育委員会・学

校・教員・国民への幅広い

理解啓発活動を充実する

こと。特に、発達障害教育

に関するインターネット

を通じた情報提供の充実

を図り、幼稚園、小・中・

高等学校等の教員や保護

者への理解促進を図るこ

と。 

また、特別支援教育にお

ける支援機器等教材に関

する情報を収集し、特別支

援教育教材ポータルサイ

トの充実や研修会、展示会

の開催により、幼稚園、

小・中・高等学校及び特別

支援学校の全ての学校に

おいて、支援機器等教材を

（２）特別支援教育に関する理解

啓発活動の推進 

 

① 教育委員会・学校・教員・国

民への幅広い理解啓発活動を充

実するため、以下の取組を実施す

る。 

 

イ 特別支援教育に関する教育

現場等関係機関との情報共有及

び研究成果の普及を図るため、研

究所セミナーを毎年度開催し、参

加者の満足度評価について 85％

以上を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特別支援教育に関する理解啓発活動

の推進 

 

① 教育委員会・学校・教員・国民への幅

広い理解啓発活動を充実するため、以下の

取組を実施する。 

 

 

イ 特別支援教育に関する教育現場等関

係機関との情報共有及び研究成果の普及

を図るため、研究所セミナーを開催し、参

加者の満足度評価について 85％以上を確

保する。また、研究所セミナーに関する資

料をホームページに掲載し、セミナーに参

加できない人も活用できるよう広く情報

共有を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

・研究所セミナーの参

加者満足度 85％以上 

・地域における支援機

器等教材に関する研

修会・展示会を４回開

催したか。 

 

 

＜その他の指標＞ 

・幅広い国民に対し

て、インクルーシブ教

育システムの構築に

関する理解啓発を推

進するため、ホームペ

ージ上で、障害の基礎

知識やＱ＆Ａ等を掲

載するなど、情報発信

の充実を図ったか。 

 

・研究所公開の開催を

通じて特別支援教育

の理解啓発を図った

＜主要な業務実績＞ 

 

 

① 幅広い理解啓発活動の充実 

 

 

 

 

イ［研究所セミナー］について 

今年度は、令和２年２月 21 日（金）、22日（土）、

国立オリンピック記念青少年総合センターにおい

て、「インクルーシブ教育システムの推進」をテー

マに開催予定（定員 500名、２日間で総計（のべ人

数）630 名の参加申込）であったが、新型コロナウ

イルスをはじめとする感染予防対策および拡散防

止の観点から、参加者の健康を考慮し、中止するこ

ととした。このため、申し込みのあった参加者の中

で、当日配布する予定であった資料の郵送を希望す

る方には資料を迅速に郵送するとともに、配布資料

の中で、電子データで提供可能な資料を研究所のホ

ームページに公開した。なお、予定されていたパネ

ル・ディスカッション及び研究成果報告等の一部に

ついては、令和２年９月 19 日～21 日の日本特殊教

育学会（福岡）において自主シンポジウム、ポスタ

ー発表を通じて成果の発表を行う予定である。 

 

 

＜課題と対応＞ 

今年度の研究所セミ

ナーは、新型コロナウ

イルスをはじめとする

感染予防対策および拡

散防止の観点から、参

加者の健康を考慮し、

中止することとした。

次年度、状況によって

はオンラインでの開催

も検討する。 
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広く普及させるための取

組を実施すること。 

  

 

【指標】 

・特別支援学校及び特別支

援学級等以外の学校関係

者に対する研究所の役割

や業務内容の認知度を中

期目標期間終了までに、

50％以上とする。 

・支援機器等教材に関する

研修会・展示会を毎年度、

研究所セミナーや特別支

援教育センター協議会に

おいて開催するとともに、

教育委員会・教育センター

等の協力を得て、地域の展

示会・研修会を毎年度４回

開催する。 

【優先度： 高】【難易度： 

高】 

研究所の認知度を高め

ることにより、より多くの

者に必要な情報の提供や

特別支援教育の理解促進

が進むことが期待され、障

害の有無にかかわらず誰

もが相互に人格と個性を

尊重する共生社会の形成

に資する観点から、優先度

は高い。 

また、対象が、特別支援

学校及び特別支援学級等

以外であるため、これまで

以上の積極的かつ効果的

な広報が必要となり、難易

度は高い。 

 

 

ロ 保護者をはじめ幅広い国民

に対して、インクルーシブ教育シ

ステムの構築に関する理解啓発

を推進するため、ホームページ上

のコンテンツとして、障害の基礎

知識やＱ＆Ａ等を掲載するなど、

情報発信の充実を図る。 

 

ハ 研究所公開を毎年度開催し、

施設等の公開・展示を通じて、特

別支援教育の理解啓発を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

② 発達障害教育について、イン

ターネットを通じて幅広い国民

に情報提供の充実を図るととも

に、研究所が実施する研究や研

修、関係機関と連携した取組を総

合的に講じることにより、幼稚

園、小・中学校、高等学校等の教

員や保護者の一層の理解を促進

する。 

 

 

 

イ 幼稚園、小・中学校、高等学

校等の教員、保護者、広く国民一

般に対して発達障害教育に必要

な知識、発達障害に関する研修等

で使用できる情報コンテンツ、理

解啓発を促すようなコンテンツ

を充実し、ホームページから、情

報提供を行う。 

 

 

 

 

ロ 保護者をはじめ幅広い国民に対して、

インクルーシブ教育システムの構築に関

する理解啓発を推進するため、ホームペー

ジ上のコンテンツとして、障害の基礎知識

やＱ＆Ａ等を掲載するなど、情報発信の充

実を図る。 

 

 

ハ 研究所公開を開催し、施設等の公開・

展示を通じて、特別支援教育の理解啓発を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

② 幼稚園、小・中学校、高等学校等の教

員、保護者、広く国民一般に対して発達障

害に関する理解啓発や発達障害者に対す

る支援の充実を図る。具体的には、文部科

学省と厚生労働省の連携による「家庭と教

育と福祉の連携『トライアングル』プロジ

ェクト報告」や文部科学省障害者活躍推進

プラン（発達障害等のある子供達の学びを

支える～共生に向けた「学び」の質の向上

プラン～）も踏まえ、以下の取組を実施す

る。 

 

イ 発達障害に係る教員・支援人材専門性

向上に係る検討会議を設置し、教育や福祉

の分野において、発達障害支援にあたる人

材が身につけるべき専門性を整理し、研修

の内容・方法について検討する。また、「発

達障害教育実践セミナー」を実施し、各地

域における発達障害教育の実践的な指導

力の向上を図る。 

 

 

 

か。 

 

 

ロ ［ホームページ］について 

（１）② ロ及びホ［ホームページによる情報発信］

と同じ。 

 

 

 

 

 

ハ ［研究所公開］について 

令和元年度の研究所公開を、令和元年 11月 16日

（土）に実施した。テーマを「～来て、見て、体験、

特総研 久里浜からひらけ、共生のとびら～」しと

して、体験型展示、障害の疑似体験や研究成果等、

実生活や教育現場において有効な情報を紹介した。

参加者（418 名）からのアンケートでは、満足度

（97％）の高い結果が得られた。 

 

 

② 発達障害教育に関する情報提供・理解促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロ

ジェクト報告を踏まえ、国立特別支援教育総合研究

所と国立障害者リハビリテーションセンターが、文

部科学省、厚生労働省と連携し、有識者、教育関係

者、福祉関係者等による検討会議を設置し、発達障

害者支援に係る教員や福祉関係者が連携・協働して

支援を行うために身につけるべき専門性を整理す

るとともに、人材育成のための研修コアカリキュラ

ム案を作成した。 

研修コアカリキュラムは、「トライアングル」プ

ロジェクト報告を踏まえた、教育と福祉の「連携・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立障害者リハビリ

テーションセンター、

文部科学省、厚生労働

省との連携による有識

者等による検討会議を

設置し、発達障害者支

援に係る教員や福祉関

係者が連携・協働して

支援を行うための専門

性の整理と、人材育成

のための研修コアカリ

キュラム案を作成する

ことができた。 

 

発達障害者支援にお

ける家庭と教育と福祉

の連携を推進するため

の教員研修の在り方を

テーマとした発達障害

教育実践セミナーで

は、参加者から「参考

になった」がほぼ 100％

と高い評価を得た。 
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ロ 発達障害教育に関する研究

成果の普及や発達障害教育に係

る指導者養成を通じて、発達障害

に係る理解促進を図る。また、厚

生労働省の発達障害情報・支援セ

ンター及び都道府県等の特別支

援教育センターと連携して、関連

情報の共有化と相互利用を推進

し、より幅広く情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 幼稚園、小・中学校、高等学

校及び特別支援学校において、特

別支援教育における支援機器等

教材を広く普及させるため、以下

の取組を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 発達障害教育推進センターウェブサ

イトから発信する、発達障害教育に必要な

知識、理解啓発を促すコンテンツ、研修で

使用できる動画配信等について、利用者の

利便性を向上させるなど、情報提供の充実

を図る。また、保護者等が活用しやすいよ

うに国立障害者リハビリテーションセン

ター発達障害情報・支援センターのウェブ

ページとつながりをもたせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 幼稚園、小・中学校、高等学校及び特

別支援学校において、特別支援教育におけ

る支援機器等教材を広く普及させるため、

以下の取組を実施する。 

 

 

協働」に関する研修コアカリキュラム案と、文部科

学省障害者活躍推進プランを踏まえた、通級による

指導担当者のための研修コアカリキュラムの２つ

を作成した。いずれも基本となる専門性を項目とし

て整理した上で各項目の解説と内容を明示し、その

項目について学ぶための「研修講座」を例示した。

また、項目ごとに「到達指標」を初級、中級、上級

の３段階に分けて設けることにより、受講者が自分

の経験に応じた「指標」で学ぶことができるように

した。 

また、教育委員会及び教育センターの研修担当の

指導主事を対象に、発達障害者支援における家庭と

教育と福祉の連携を推進するための教員研修の在

り方をテーマとした発達障害教育実践セミナーを

実施した。参加者からは「参考になった」が 98％

と高い評価を得た。 

 

ロ 発達障害に関するトピックス的な情報が得られ

るように、トップページに最新の情報やイベントや

リーフレットなどを簡単な解説付きで掲載するよ

うにした。また、情報量が増えるに従い、必要な情

報にすぐにたどり着けない状況があることから、利

用者の利便性を考え、デザイン及びサイト内の構成

の見直しをすすめた。 

国立障害者リハビリテーションセンター発達障

害情報・支援センターとの連携会議を定期的に開催

し、両者のウェブサイトからの情報発信について検

討するとともに、「外国人保護者向けパンフレット」

や「初めて通級による指導を担当する教師のための

ガイド」等の情報を両サイトからの発信、また、気

づかれにくいといわれる自閉症スペクトラム障害

（ASD）の特性のある思春期の女子について、学校

生活での気づきと支援のポイントをまとめた「思春

期女子の学校生活リーフレット（支援者向け）」を

共同で作成し、両サイトに掲載した。 

 

③ 支援機器等教材の普及 

 

 

 

 

 

 

国立障害者リハビリ

テーションセンター発

達障害情報・支援セン

ターとの連携により、

「外国人保護者向けパ

ンフレット」「初めての

通級担当者ガイド」「思

春期女子の学校生活リ

ーフレット」について

両サイトに掲載するな

ど最新情報の共有化を

進めることができた。 

 

（課題） 

発達障害支援にあた

る教育と福祉の人材の

専門性の確保と、連

携・協働するための研

修の充実を図っていく

こと。 
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イ 研究所のｉライブラリー（教

育支援機器等展示室）や発達障害

教育推進センター教材・教具展示

室を計画的に整備するとともに、

支援機器等に関する情報を特別

支援教育教材ポータルサイトに

掲載し、ホームページ上で活用で

きるように情報提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 支援機器等教材に関する研

修会・展示会を毎年度、研究所セ

ミナーや全国特別支援教育セン

ター協議会において開催すると

ともに、教育委員会や教育センタ

ー等の協力を得て、地域における

研修会・展示会を毎年度４回開催

する。 

 

 

 

 

 

 

 

④ これらの取組を通して、特別

支援学校及び特別支援学級等以

外の学校関係者に対する研究所

の役割や業務内容についての認

知度を中期目標期間終了までに、

50％以上とする。 

イ 研究所のｉライブラリー（教育支援機

器等展示室）や発達障害教育推進センター

展示室を計画的に整備するとともに、支援

機器等に関する情報を掲載している特別

支援教育教材ポータルサイトとｉライブ

ラリーの紹介サイトを統合し、利便性の向

上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 支援機器等教材に関する研修会・展示

会を研究所セミナー及び全国特別支援教

育センター協議会において開催するとと

もに、教育委員会や教育センター等の協力

を得て、地域における研修会・展示会を令

和元年度中に４回開催する。研修会・展示

会ではICT機器等に触れる機会や発達障害

に関する疑似体験の機会に加え、ICT 機器

等の活用方法について演習を行う。 

 

 

 

 

 

 

④（１）（２）の総合的な情報収集・発信

や特別支援教育に関する理解啓発の取組

を通じて、特別支援学校や特別支援学級等

以外の学校関係者にも研究所の役割や業

務内容の周知を図り、指標達成に向け認知

度を向上させるよう努める。 

 

イ ［展示室及びポータルサイト］ 

  収集した情報を基に、ｉライブラリー（教育支援

機器等展示室）や発達障害教育推進センター展示室

を整備し、研究所訪問者への公開を行った。令和元

年度のｉライブラリー見学者総数は、40団体、316

名（平成 30 年度、263 名）、発達障害教育推進セ

ンター展示室は 676 名（平成 30 年度、557 名）で

あった。 

ICT機器等の教育現場での活用を目指して、教室

をモデルとした第２ｉライブラリーの整備と、機器

の貸出等を平成 30 年度より実施できるように整備

を行った。支援機器等に関する情報は、特別支援教

育教材ポータルサイトに掲載し、インターネットを

通じて情報提供を行った。令和元年度末時点で、760

件（平成 30 年度、760 件）の教材・支援機器と 229

件（平成 30 年度、192 件）の実践事例を掲載して

いる。 

 

ロ ［支援機器等教材に関する研修会・展示会］ 

教育支援機器等及び発達障害教育教材の展示会

については、新型コロナウイルス感染防止のため研

究所セミナー、全国特別支援教育センター協議会が

中止となったため実施しなかったが、研究所公開等

で開催するとともに、教育委員会、教育センター等

の協力を得て、各地域での研修会やセミナーを活用

した形で、下記の４ヵ所で開催した。この際、支援

機器等や教材を実際に触れるような展示とすると

ともに、疑似体験を行う機会も設定した。 

・山梨県総合教育センター （８月８日） 

・愛媛県総合教育センター（８月 21日） 

・静岡県教育委員会   （８月 23日） 

・山形県教育庁     （10月８日） 

 

④ 認知度向上の取組と認知度調査 

令和元年６月に研究所の認知度向上に取り組む

ことを意図した「総合的情報発信タスクフォース」

を所内横断的組織として立ち上げ、研究所の機能の

紹介や研究成果を広く普及するためのチラシ・ポス

ター及びDVD等を作成した。 

認知度調査の予備調査は、令和元年９月に全ての

都道府県教育委員会と、市区町村教育委員会（層化

抽出）、小・中・高等学校（層化抽出）合計 1,800

＜課題と対応＞ 

 iライブラリー・発達

障害教育推進センター

展示室への見学者数を

増加させるためには、

教育現場に向けて研究

所の情報を十分に周知

することが求められ

る。このため、研究所

セミナー、発達障害教

育推進センターの理解

啓発事業、支援機器等

教材に関する展示会等

研究所が主催するイベ

ント及び所外の講師派

遣等のあらゆる機会に

研究所のコンテンツ及

びホームページの活用

の促進を促す情報提供

の強化を図る。 

今後も、保護者をは

じめ幅広い国民が利用

できるように、ホーム

ページ上のコンテンツ

の充実を図っていく。 

 

＜根拠＞ 

教材・支援機器等に

関する情報を計画的か

つ着実に幅広く収集す

るとともに、研究所内

の展示室を充実させ

た。また、支援機器等

教材に関する研修会・

展示会を計画通り４ヵ

所で開催し、年度計画

を達成した。 

 

＜根拠＞ 

特別支援教育関係者

以外における研究所の

役割等についての認知
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機関・5,000名を対象とした調査を郵送で実施した。

調査票の発送にあたり、上記の「総合的情報発信タ

スクフォース」が作成した研究所の事業案内（チラ

シ・ポスター）を同封（中学校については DVDを合

わせて送付）し、アンケート調査の返送は令和元年

10月 31日を〆切とした。実際には、〆切を過ぎた

回答を合わせて集計し最終的に 1,267 通（回収率

25％）の回答があった。 

結果、特別支援教育関係者以外における研究所の

役割等についての認知度は、77％であった。そのう

ち、通常学級の担任のみを抜き出すと、認知度は、

70％であった。また、特別支援教育関係者以外のう

ち、今回の調査の前から研究所を知っていたとの回

答割合は 67％であった。 

度は、77%であり、通常

学級の担任の認知度

は、70%であった。また、

特別支援教育関係者以

外のうち、今回の調査

の前から研究所を知っ

ていたとの回答割合は

67%であった。令和元年

度の予備調査の結果か

らは、目標値の 50％を

達成しているものと考

えられる。 

 （３）関係団体等との連携

による学校支援及び日本

人学校への相談支援 

校長会、教育委員会、教育

センター等関係団体と連

携した学校への情報提供

を充実し、効率的・効果的

な特別支援教育に関する

情報の普及を図ること。ま

た、要請に応じ講師派遣を

行うなど、各都道府県等に

おける特別支援教育の施

策推進を支援すること。 

日本人学校に対して、保護

者も含めた関係者への情

報発信を行うとともに、教

育相談支援等を必要に応

じて行うこと。 

 

【指標】 

・各都道府県・市町村等へ

の講師派遣を前中期目標

期間に比して 25％以上増

加させる（平成 23 年度～

平成 26 年度累計：1,340

人） 。 

・毎年度、海外赴任教員（管

理職等） 研修会において、

（３）関係団体等との連携による

学校支援及び日本人学校への相

談支援 

 

① 校長会や教育委員会、教育セ

ンター等との関係強化を図り、関

係団体が主催する各種会議等を

活用して、効率的・効果的に特別

支援教育に関する情報を普及す

る。また、世界自閉症啓発デーに

対応したシンポジウムなど、特別

支援教育の関係機関や保護者団

体等と連携した事業を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）関係団体等との連携による学校支援

及び日本人学校への相談支援 

 

 

① 校長会や教育委員会、教育センター等

との関係強化を図り、関係団体が主催する

各種会議等を活用して、効率的・効果的に

特別支援教育に関する情報を普及する。ま

た、世界自閉症啓発デー2019 シンポジウム

本部大会へ参画するとともに、横須賀市に

おいて教育委員会や筑波大学附属久里浜

特別支援学校等の関係機関、保護者団体等

と連携し、発達障害に関する理解啓発を目

的とした事業を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・講師派遣の派遣人数 

 

 

＜その他の指標＞ 

・筑波大学附属久里浜

特別支援学校と連携

し、世界自閉症啓発デ

ー2019in 横須賀を開

催したか。 

 

・日本人学校に対し

て、特別支援教育に関

する情報提供を定期

的（年３回）に実施し

たか。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

① ナショナルセンターとして、特別支援教育に関す

る理解啓発を効果的・効率的に進めるために、教育

委員会や学校、関係機関等の相互のネットワークの

要として、関係団体との連携を進めている。関係団

体が主催する各種会議に出席し、研究所から、特別

支援教育に関する研究成果等の情報提供を行うと

ともに、要請に応じた支援及び研修を行うことで、

連携強化を図った。研究所要覧や各種案内等を

4,606 部配布し、研究所の認知度向上に努めた。 

  また、生涯学習や障害者スポーツの普及を目的

に、令和元年度「特別支援学校『体育・スポーツ』

実践指導者協議会」を全国特別支援学校長会と連携

を図りながら企画・運営した。結果として、「有意

義であった」「どちらかといえば有意義であった」

と回答した参加者の合計が 100％と高評価を得た。 

  

平成 31年４月６日（土）に開催された「世界自

閉症啓発デー2019シンポジウム」に共催団体とし

て参画した。全国から約 330 名の参加があった。 

また、横須賀市教育委員会及び横須賀市自閉症

児・者親の会、横須賀市 PTA 協議会との共催で、令

和元年 11月 29 日（金）に「横須賀市児童生徒ふれ

あいフェスタ」（世界自閉症啓発デー2019inよこ

すか）を開催した。今年度は、家庭・教育・福祉の

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

 情報普及について

は、講師派遣等を通じ

た情報普及も有効な手

段であり、単に派遣す

るだけではなく、研究

所として提供する情報

の精選等により効果的

に進展させた。また、

様々な学校長会等を始

めとする関係諸機関と

の連携が質量共に高ま

った。これらの取り組

みの更なる強化を図っ

ていく 

 

 全国特別支援学校長

会をはじめ、各関係団

体等との関係強化を図

った。また、横須賀市

教育委員会等と連携

し、世界自閉症啓発デ

ー2019in よこすかを開

催した。 
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特別支援教育に関する情

報提供を行うとともに、日

本人学校に対し、特別支援

教育に関する情報提供を

定期的（年３回）に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 都道府県等教育委員会・特別

支援教育センター等が実施する

域内市区町村の特別支援教育担

当者への研修会等への講師の派

遣や、大学教育への参画を通し

て、研究成果の普及や広報活動を

計画的に進める。都道府県・市町

村等への講師派遣については、前

中期目標期間に比して、25％以上

増加させる。 

 

 

 

③ 日本人学校に対して、特別支

援教育に関する情報提供を定期

的（年３回）に実施し、保護者も

含めた関係者への情報発信を行

うとともに、日本人学校の教員や

保護者を対象に教育相談を実施

し、支援する。また、文部科学省

と連携し、日本人学校等在外教育

施設に赴任する教員（管理職等）

の研修会において、情報提供を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 都道府県等教育委員会・特別支援教育

センター等が実施する域内市区町村の特

別支援教育担当者への研修会等への講師

の派遣や、大学教育への参画を通して、研

究成果の普及や広報活動を計画的に進め

る。都道府県・市町村等への講師派遣につ

いては、延べ 435人以上を目標とする。 

 

 

 

 

 

 

③ 日本人学校に対して、特別支援教育に

関する情報提供を定期的（年３回）に実施

し、保護者も含めた関係者への情報発信を

行うとともに、日本人学校の教員や保護者

を対象に教育相談を実施し、支援する。ま

た、文部科学省と連携し、日本人学校等在

外教育施設に赴任する教員（管理職等）の

研修会において、情報提供を行う。 

連携による切れ目ない支援について考えるパネル

ディスカッションとワークショップを実施した。教

育や福祉関係者、保護者、一般市民など約 100名の

参加があり、アンケートでは「また参加したいと思

う」という回答がほぼ 100％であった。イベントの

様子についてはホームページで広く発信した。 

その他、発達障害者支援センター全国連絡協議会

懇談会（平成 31年４月）に参加するとともに、発

達障害者支援センター全国連絡協議会総会及び実

務者研修会（令和元年６月 14 日～15日：横浜大会）

に参加し、各地域の福祉・医療・労働と教育の連携

による支援体制の構築について情報交換を行った。 

 

② 独立行政法人、都道府県、指定都市、市町村、学

校長会、大学、学会・研究会等に対し、延べ 439人

の派遣を行い、研究成果の普及及び収集した情報の

提供を図った。また、大学教育への参画については、

非常勤講師として 33大学から 47件の依頼を受け、

講義を実施した。このほか、大学からの依頼による

研究協議会・シンポジウムでの発表や、大学のセミ

ナーにおける特別支援教育の最新の動向・モデル事

業の紹介、(独)教職員支援機構（NITS）の共生社会

を実現する教育研究セミナー等への講師の派遣、

（独）日本学生支援機構（JASSO）の障害学生支援

専門テーマ別セミナーへの協力等を実施した。 

 

③ 特別支援教育に関する最新のトピックスや関連

施策、研究所における新規事業等に関する情報を

「特総研だより」として年３回、日本人学校 95 校

へ発信した。リーフレット「障害のあるお子さんを

連れて海外で生活するご家族へ」を海外子女教育財

団等の関係機関に 30 部配布した。日本人学校及び

海外へ赴任する保護者等への相談支援については、

海外子女教育振興財団や海外駐在員を派遣してい

る企業の教育相談担当者との連携を図りながら効

率よく実施した。（総件数 69 件、平成 30年度は、

総件数 72件） 

文部科学省と連携し、令和元年度在外教育施設派

遣教員内定者等研修で「国立特別支援教育総合研究

所における在外教育施設に向けた支援」、また、文

部科学省、外務省に協力して、南西アジア・中東・

アフリカ地区日本人学校等校長研究協議会（於：エ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜根拠＞ 

 都道府県・市町村等

への講師派遣も計画的

に進め、目標を達成し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜根拠＞ 

 日本人学校、日本人

学校校長会及び日本人

学校等在外教育施設に

赴任する教員等への特

別支援教育に関する情

報提供、海外へ赴任す

る保護者等に対する相

談を、文部科学省や外

務省等と連携して行っ

た。これらのことから、

年度計画を達成した。 

 

＜課題と対応＞ 

 日本人学校への対応

については、都道府県
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ジプト・カイロ日本人学校）で小・中学校の学習指

導要領解説（各教科）で示された「障害のある児童

生徒への配慮事項」に関して具体的な情報提供を行

うとともに、分科会における助言・指導及び日本人

学校における特別支援教育に関する個別の相談に

も応じた。 

等での対応が困難なこ

とから、ナショナルセ

ンターとして、継続し

た教育相談や情報提供

の充実が求められる。 

 なお、令和元年度よ

り文部科学省総合教育

政策局教育改革・国際

課より在外教育施設の

高度グローバル人材育

成拠点事業 （特別支援

教育遠隔指導）「日本人

学校における特別支援

教育に関する遠隔指導

の実施に向けた実践的

研究」の事業委託を受

け、海外子女教育振興

財団と連携し、研究に

取り組んだ。 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項）様式 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４ インクルーシブ教育システム推進センター設置によるインクルーシブ教育システム構築への寄与 

業務に関連する政策・施

策 

 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法第 12条第１項第３号、４号、

５号 

当該項目の重要度、難易

度 

重要度「高」、難易度「高」：（１）インクルーシブ教育システム

の構築に向けて地域が直面する課題の解決に資する研究の推進 

 障害者差別解消法の施行を踏まえ、各地域におけるインクルーシ

ブ教育システムの構築へ向けた取組を強力に推進するものであり、

重要度は高い。また、地域と協働する新たな取組で、地域の実情に

応じた様々な課題が想定され、難易度は高い。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

28年度 29年度 30年度 令和元年

度 

令和２年

度 

 28年度 29年度 30年度 令和元年

度 

令和２年

度 

地域実践研究の

実施件数 

中期目標期間

終了までに、

50件以上  

－ 

４件 

（28年度計

画値：４件） 

13件 

（29年度計

画値：13件） 

14件 

（30年度計

画値：14件） 

15件 

（令和元年度

計画値：15件） 

 予算額（千円） 

216,427 111,413 111,935 112,862 

 

地域におけるイ

ンクルーシブ教

育システム構築

への貢献度 

90％以上 － 100％ 100％ 100％ 100％ 

 決算額（千円） 

136,348 118,948 110,725 109,518 

 

インクルーシブ

教育システム構

築支援データベ

ースの登録件数 

中期目標期間

終了までに、

500件以上 

－ 

302件 

（28年度計画

値：300件） 

362件 

（29年度計画

値：360件） 

422件 

（30年度計画

値：420件） 

472件 

（元年度計画

値：460件） 

 経常費用（千円） 

136,348 118,769 110,723 111,155 

 

        経常利益（千円） 0 △51 △474 8,667  

        行政サービス実施

コスト（千円） 
133,122 118,769 110,723 － 

 

        行政コスト（千円） － － － 159,852  

        従事人員数 11 9 9 9  

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）インクルーシブ教育

システムの構築に向けて

地域が直面する課題の解

決に資する研究の推進 

 

 

権利条約の批准を踏ま

え、我が国においてインク

ルーシブ教育システムの

構築が急務となっている

ことから、各都道府県・市

町村がインクルーシブ教

育システムを構築してい

く上で直面する課題につ

いて、その解決を図るため

の実践的な研究（以下「地

域実践研究」という。）を、

地域の参画を得て推進す

ること。また、研究の成果

を国及び各都道府県・市町

村に提供すること。 

 

 

【指標】 

・地域実践研究の実施件数

を中期目標期間終了まで

に、50件以上とする。 

・地域実践研究において、

地域におけるインクルー

シブ教育システム構築へ

の貢献度 90％以上を達成

する。 

【重要度：高】【難易度：

高】 

権利条約の批准や「障害

を理由とする差別の解消

の推進に関する法律」（平

成 25 年法律第 65号。以下

「障害者差別解消法」とい

（１）インクルーシブ教育システ

ムの構築に向けて地域が直面す

る課題の解決に資する研究の推

進 

 

 

① 各都道府県・市町村がインク

ルーシブ教育システムを構築し

ていく上で直面する課題につい

て、その解決を図るための実践的

な研究（以下「地域実践研究」と

いう。）を、都道府県等教育委員

会から派遣される地域実践研究

員の参画を得て、地域と協力して

推進する。 

地域実践研究は、中期目標期間

終了までに、50 件以上実施し、

地域におけるインクルーシブ教

育システム構築への貢献度（研究

計画で示された地域の課題の改

善実績）90％以上を目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）インクルーシブ教育システムの構築

に向けて地域が直面する課題の解決に資

する研究の推進 

 

 

 

① 各都道府県・市町村がインクルーシブ

教育システムを構築していく上で直面す

る課題について、その解決を図るための実

践的な研究（以下「地域実践研究」という。）

を、各研究に参画した都道府県及び市町村

教育委員会から派遣される地域実践研究

員と共に、地域と協力して推進する。 

地域実践研究は、長期派遣型（１年間）、

短期派遣型（研究所への派遣は年６日間）、

併せて 15 件を実施する。地域におけるイ

ンクルーシブ教育システム構築への貢献

度（研究計画で示された地域の課題の改善

実績）90％以上を目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・地域におけるインク

ルーシブ教育システム

構築への貢献度 90％以

上 

 

＜その他の指標＞ 

・地域実践研究の研究

成果について広く普及

を図ったか 

・インクルーシブ教育

システム推進センター

のホームページの開設

やパンフレットの作

成・配布等行ったか 

 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

① 地域が直面する課題の解決に資する地域実践

研究の推進 

・ 令和元年度は、長期派遣型に４県から５件の

参画を、短期派遣型に１県７市２町から 10件の

参画を得て、計 15件の研究を推進した。15件の

研究課題は、インクルーシブ教育システムの構

築に向けた体制整備に関する研究２課題（教育

相談、就学先決定に関する研究、インクルーシ

ブ教育システムの理解啓発に関する研究）、イン

クルーシブ教育システムの構築に向けた特別支

援教育に関する実際的研究２課題（多様な教育

的ニーズに対応できる学校づくりに関する研

究、学校における合理的配慮及び基礎的環境整

備に関する研究）のうちから、各地域の課題に

応じた研究テーマを設定し、取り組んだ。 

 

・ 研究の推進に当たっては、研究職員と各県市

町教育委員会から派遣された地域実践研究員が

研究チームを構成するとともに、外部有識者に

よる地域実践研究アドバイザーから、適宜、指

導・助言を受けた。 

 

・ 地域実践研究に参画した４県市・５会場にお

いて、地域実践研究フォーラム及び研修会等を

実施し、得られた成果を提供した。参加者数は、

25～500 名であり、合計約 770 名の参加があっ

た。 

これら各地における地域実践研究フォーラム

においては、幼稚園、保育所、認定こども園、

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校の教

職員など、さまざまな校種の教職員、県市町村

教育委員会の職員、関係機関からの参加が多数

あった。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

 

 

 

平成 30年度より各市町村

教育委員会における課題解

決に直結できるよう、短期

派遣型については、派遣対

象地域を市町村教育委員会

まで拡げたが、令和元年度

においては、５県７市２町

の参画を得て、15 件の課題

を計画どおり実施し、イン

クルーシブ教育システムの

地域への定着を図った。市

町からの課題意識を有して

の参画は、各自治体の実情

や課題に即した実践研究が

重要であり、地域実践研究

は各自治体の課題解決に資

していること、地域実践研

究の裾野が拡がってきてい

ることを示している。また、

地域実践研究で得られた成

果については、参画した地

域における地域実践研究フ

ォーラムや研修会の開催等

を通し、広く普及を図った。 

 

 

地域実践研究に参画した

教育委員会を対象とした、

地域におけるインクルーシ

ブ教育システム構築への貢

献度にかかる質問紙調査で

は、全ての教育委員会より、

「期待通り計画通りの成果

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評価すべき実績＞ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

  

＜その他事項＞ 
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う。）の施行を踏まえ、各

地域におけるインクルー

シブ教育システムの構築

へ向けた取組を強力に推

進するものであり、重要度

は高い。また、地域と協働

する新たな取組で、地域の

実情に応じた様々な課題

が想定され、難易度は高

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地域実践研究の研究成果に

ついては、国や各都道府県、市町

村、学校等に提供するとともに、

地域における報告会や協議会の

開催、講師派遣等を通じて、広く

一般にも普及を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 平成 28・29 年度に実施した４課題及

び平成 30 年度に実施した４課題の地域実

践研究の研究成果については、国や各都道

府県、市町村、学校等に提供するとともに、

地域における報告会や協議会の開催、研究

所のホームページへの掲載、リーフレット

の配布、講師派遣等を通じて、広く普及・

活用を図る。 

 

 

 

 

・ 令和元年度に地域実践研究に参画した教育委

員会を対象として地域におけるインクルーシブ

教育システム構築への貢献度に関わる質問紙調

査を実施し、全ての教育委員会（14 県市町 15

件）より「地域実践研究に参画して、期待通り

計画通りの成果が得られた」及び「地域実践研

究への参画は、県・市・町のインクルーシブ教

育システムの構築に役立った」との回答を得た。

（地域におけるインクルーシブ教育システム構

築への貢献度 100％、達成度 111.1％）  

 

・ 平成 30年度から市区町村からも参画可能とし

た結果、令和元年度においては、７市２町から

申請があった。それぞれの地域が有している課

題の解決を図ることを目的として、本事業に参

画し、その成果を各市や町の取組に活用するこ

とが見られた。このうち、釜石市（岩手県）、鹿

沼市（栃木県）、横須賀市（神奈川県）において

は、同じサブテーマに平成 30 年度・令和元年度

の２年間に渡って参画し、市の教育ビジョン基

本計画にその取組と成果を反映する（鹿沼市）、

支援教育推進プラン令和元年度の取組に位置付

け、研究成果を授業のガイドラインとしてまと

める（横須賀市）、他県における地域実践研究の

成果を参考にしながら、地域の課題を踏まえた

研修を実施する（釜石市）など、市教育委員会

が本事業を積極的に活用し、その成果を発信・

普及することで、インクルーシブ教育システム

の構築・推進が図られた。 

 

② 平成 28～30年度の地域実践研究の成果普及 

・ 平成 30年度に実施した４課題の研究成果及び

地域実践研究事業の概要を『平成 30 年度地域実

践研究事業報告書 地域におけるインクルーシ

ブ教育システム推進』としてまとめ、国や都道

府県・市区町村教育委員会、特別支援学校等に

送付（合計約 2,800 部）するとともに、研究所

のホームページに掲載し、広く研究成果を普及

した。併せて、平成 28・29 年度に実施した 4 課

題の研究成果についても、『平成 28・29 年度地

域実践研究事業報告書』、地域における研修会、

が得られた」及び「県・市・

町のインクルーシブ教育シ

ステムの構築に役立った」

との回答を得、目標値を上

回った。特に、平成 30 年度

より参画可能とした市教育

委員会が令和元年度におい

ても継続、あるいは新規に

参画し、市の教育ビジョン

基本計画に地域実践研究の

取組と成果を反映する、市

の支援教育推進プラン令和

元年度の取組に位置付け、

研究成果を授業のガイドラ

インとしてまとめ、各校に

普及を図る、地域の課題を

踏まえた研修を実施するな

ど、本事業を積極的に活用

し、その成果を地域の実情

に応じて広く発信・普及す

ることが見られたのは、大

きな成果である。 

 

平成 28・29年度及び平成

30 年度の研究成果について

は、『地域実践研究事業報告

書 地域におけるインクル

ーシブ教育システム推進』、

ホームページへの掲載、地

域における研修会、講師派

遣等を通して、広く研究成

果の普及に努め、その結果

として、同様の課題を有す

る地域や学校等で活用が図

られ、地域実践研究に参画

するといった自治体の動き

も見られた。 

 

  

＜課題と対応＞ 

地域実践研究の成果普及

については、参画した自治
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③ インクルーシブ教育システ

ムの構築に関する理解啓発や研

究所のインクルーシブ教育シス

テム推進センターの活動等を広

報するため、センターのホームペ

ージの開設やパンフレットの作

成・配布等を行う。 

 

 

③ インクルーシブ教育システムの構築 

に関する理解啓発や研究所のインクルー

シブ教育システム推進センターの活動等

を広報するため、センターのホームページ

の充実やパンフレットの作成・配布等を行

う。 

 

講師派遣等を通して普及した。  

 

③ インクルーシブ教育システムの構築に関する

理解啓発 

・ インクルーシブ教育システムの構築に関する

情報やインクルーシブ教育システム推進センタ

ーの取組について、ホームページにて周知を図

った。また、都道府県・指定都市・市区町村教

育委員会や教育センター等へパンフレット等を

配布した。このほか、研究所メールマガジンや

や全国特別支援教育振興協議会での活動紹介、

都道府県・市町村教育委員会を訪問して取組の

説明を行う等、インクルーシブ教育システム推

進センターの活動等の広報を行った。 

 

・ インクルーシブ教育システム普及セミナーを

静岡県教育委員会と共催し、実施した。参加者

は、145 名であった。会場である静岡県以外の中

部地区を始めとした９県からも 20名以上の参加

があり、インクルーシブ教育システムについて

啓発するとともに、地域実践研究の成果やイン

クル DB等について普及した。 

体だけではなく、同様の課

題を有する自治体での活用

が図られてきているが、よ

り多くの地域や学校で取組

を推進していくことが課題

である。 

引き続き、成果について、

ホームページに掲載すると

ともに、都道府県・市町村

教育委員会、学校等に「地

域実践研究事業報告書」や

リーフレット、普及フォー

ラム、セミナー等を通して、

広く情報発信する。 

 （２）権利条約の批准を踏

まえた国際的動向の把握

と海外の研究機関との研

究交流の推進 

 

我が国におけるインク

ルーシブ教育システムの

構築に資するため、諸外国

のインクルーシブ教育シ

ステム構築の動向を把握

し、公表すること。 

また、海外の特別支援教

育の研究機関との交流を

図り、研究の充実を図ると

ともに、国際的なシンポジ

ウム等を開催し、広く情報

の普及を図ること。 

 

【指標】 

・毎年度、諸外国のインク

（２）権利条約の批准を踏まえた

国際的動向の把握と海外の研究

機関との研究交流の推進 

 

 

① 諸外国のインクルーシブ教

育システムの構築に係る最新動

向を計画的に把握し、公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）権利条約の批准を踏まえた国際的動

向の把握と海外の研究機関との研究交流

の推進 

 

 

① 諸外国のインクルーシブ教育システ

ムの構築に係る最新動向を計画的に把握

し、国内との比較・検討など参考になる情

報をホームページや小冊子等で広く公表

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

・諸外国のインクルー

シブ教育システムの構

築に係る最新動向を計

画的に把握し、公表し

たか 

・海外の特別支援教育

の研究機関との研究交

流の促進を行うととも

に、特別支援教育に関

する国際シンポジウム

等を開催し、広く教育

関係者等へ情報の普及

を図ったか 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

① 諸外国のインクルーシブ教育システムの構築

に係る最新動向の把握と公表 

・ 諸外国のインクルーシブ教育システムの構築

に係る最新動向について、以下のように情報収

集を行った。 

 

・ 国別調査班による情報の収集 

国別調査班としてアメリカ、イギリス、韓国、

オーストラリア、フィンランド、スウェーデン

の６班を編成し、研究所研究員と特任研究員（外

部の研究者に委嘱）で構成し、インクルーシブ

教育システムに関わる法令や近年の施策動向、

障害のある子供の学びの場、教育課程、通常の

学級における障害や特別な教育的ニーズのある

子供の指導体制等について情報収集を行った。

＜根拠＞ 

 

 

 

 

 諸外国のインクルーシブ

教育システムにかかる情報

について、特任研究員の協

力の下、情報収集を行った。 

把握した海外情報につい

ては、小冊子『諸外国にお

けるインクルーシブ教育シ

ステムに関する動向－令和

元年度国別調査から－』に、

NISE 特別支援教育国際シン

ポジウムのテーマと関連さ

せて、各国の特徴をまとめ

るとともに、諸外国との交

流や所内学習会の報告、職

員の海外出張による調査結
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ルーシブ教育システム構

築の動向を把握し、普及を

図るとともに、海外の研究

機関とのシンポジウム等

を定期的に開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この取組の中で、障害のある外国人の子供の教

育的処遇について等、昨今の状況を踏まえ、新

たな項目を追加した。令和元年度については、

アメリカ、韓国、オーストラリア、フィンラン

ド、スウェーデンの教育事情に造詣の深い特任

研究員５名の協力を得て、最新の動向把握に努

めた。 

 

・ 把握した海外情報については、小冊子『諸外

国におけるインクルーシブ教育システムに関す

る動向－令和元年度国別調査から－』に、「近年

のインクルーシブ教育システムに関する施策の

動向」、「障害のある子どもの学びの場」、「通常

の学級における障害や特別な教育的ニーズのあ

る子どもへの指導体制」、「日本における発達障

害にあたる子どもの教育」の４項目を取り上げ

て、各国の特徴をまとめるとともに、諸外国と

の交流や所内学習会の報告や職員の海外出張に

よる調査結果も併せて掲載した。小冊子は、NISE

特別支援教育国際シンポジウム研究所で開催し

た各セミナー等での配布をはじめ各都道府県・

指定都市教育委員会、小・中・高等学校、特別

支援学校の関係機関等に広く配布するととも

に、ホームページで閲覧を可能にし、情報の提

供を図った。また、特総研ジャーナルに、「諸外

国におけるインクルーシブ教育システムに関す

る動向」と題して、各国の取組の詳細について

報告した。 

 

・ 各期の特別支援教育専門研修において、「諸外

国における障害のある子供の教育」として、最

新の調査結果を踏まえた講義を行った。このほ

か、インクルーシブ教育システム普及セミナー

において、各国の障害者の権利に関する条約の

署名･批准の状況、インクルーシブ教育システム

構築のアプローチの分類、障害のある子どもの

教育の場などについて紹介した。 

 

・ 海外の研究者や特任研究員による講演会、海

外出張者による所内情報共有会を実施し、海外

の情報を共有した。 

 

果も併せて掲載した。小冊

子は、広く配布し、情報の

提供を図った。併せて、ホ

ームページでの公開、特総

研ジャーナルにおける詳細

の報告、各期の特別支援教

育専門研修における講義、

インクルーシブ教育システ

ム普及セミナーにおける情

報提供等により、受講者や

参加者に、学びの機会を提

供した。また、詳細な報告

については、「新しい時代の

特別支援教育の在り方に関

する有識者会議」の資料等

として、国に情報を提供し

た。 

 

 

・ 韓 国 国 立 特 殊 教 育 院

（KNISE）と覚書を再締結

し、交流をより深めていく

ことを確認した。また、

KNISE が刊行する季刊誌へ

の投稿、KNISE国際セミナー

への研究職員の派遣等の交

流を進めた。 

 

・「子どもの学習のつまずき

に速やかに対応する取組 

－フィンランドの教育実践

から今後を展望する－」を

テーマとし、第５回 NISE特

別支援教育国際シンポジウ

ムを 350 名程の参加で開催

し、海外の特別支援教育に

関する情報を幼稚園、小・

中・高等学校、 特別支援学

校等の教員、教育・福祉・

行政機関の関係者等参加者

に広く提供し、参加者から

は高い評価を得た。 
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② 海外の特別支援教育の研究

機関からの研究員の受入れや研

究職員の派遣等を行い、研究交流

の促進及び研究の充実を図ると

ともに、特別支援教育に関する国

際シンポジウム等を定期的に開

催し、広く教育関係者や一般国民

への情報の普及を図る。また、海

外からの視察・見学を積極的に受

け入れる。 

 

② 海外の特別支援教育の研究機関から

の研究員の受入れや研究職員の派遣等を

行い、研究交流の促進及び研究の充実を図

るとともに、特別支援教育に関する国際シ

ンポジウム等を開催し、広く教育関係者や

一般国民への情報の普及を図る。また、

JICA研修プログラム等への協力を含め、海

外からの視察・見学を積極的に受け入れ

る。 

 

② 海外の研究機関との研究交流の促進、国際シン 

ポジウムの開催、海外からの視察・見学の受入 

 

・ 韓国国立特殊教育院（KNISE）とは、1995 年に

研究交流及び強力に係る覚書を締結し、それぞ

れの機関の研究職員を派遣する等、 交流を進め

てきたが、2019年７月に覚書を再締結し、 交流

をより深めていくことを確認した。また、KNISE

が刊行する季刊誌への投稿、KNISE国際セミナー

への研究職員の派遣等の交流を進めた。 

フ ラ ン ス 国 立 特 別 支 援 教 育 高 等 研 究 所

（INS-HEA）とは、2015年に研究協力及び交流に

係る協定を締結しているが, 2019 年９月に所長

の表敬訪問があり、両国のインクルーシブ教育

システムの現状や課題について 意見交換を行

った。  

 

・ 「子どもの学習のつまずきに速やかに対応す

る取組 －フィンランドの教育実践から今後を

展望する－」をテーマとし、第５回 NISE特別支

援教育国際シンポジウムを開催（令和２年１月）

し、幼稚園、小・中・高等学校、特別支援学校

等の教員、教育・福祉・行政機関の関係者等 351

名の参加があった。参加者のアンケートでは、

シンポジウムの内容について、満足及びおおむ

ね満足が 86％の回答であった。 

 

・ JICA 研修プログラムによる視察を始めとして

22 カ国 124 名の視察・見学者を受け入れ、日本

における特別支援教育の制度、インクルーシブ

教育システム構築に向けた取組、研修課題のテ

ーマに関する講義等を行った。また、教育行政

や学校教育システム、障害のある子どもの教育

の場などについて、情報を交換した。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 それぞれの国における

「障害者の権利に関する条

約」に基づくインクルーシ

ブ教育システムの構築のた

めの取組について、我が国

に参考となるような取組を

整理し、発信することが課

題である。 

 

最新の情報を収集し、各

国の歴史的背景や文化、教

育制度等の違いを踏まえ

て、分析し、その情報の発

信に努める。 

 

 （３）インクルーシブ教育

システムの構築に向けて、

都道府県・市町村・学校が

直面する課題の解決に資

する情報発信・相談支援の

充実 

 

インクルーシブ教育シス

（３）インクルーシブ教育システ

ムの構築に向けて、都道府県・市

町村・学校が直面する課題の解決

に資する情報発信・相談支援の充

実 

 

 

① インクルーシブ教育システ

（３）インクルーシブ教育システムの構築

に向けて、都道府県・市町村・学校が直面

する課題の解決に資する情報発信・相談支

援の充実 

 

 

 

① インクルーシブ教育システム構築支

＜主な定量的指標＞ 

・インクルーシブ教育

システム構築支援デー

タベースの実践事例登

録件数 460件以上 

 

＜その他の指標＞ 

・インクルーシブ教育

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

① インクルーシブ教育システム構築支援データ

＜根拠＞ 

 

 

 

 

 

 

インクルーシブ教育シス
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テムの構築に向けて、各都

道府県・市町村・学校が直

面する課題の解決に資す

るため、インクルーシブ教

育システム構築支援デー

タベースの充実を図ると

ともに、教育相談情報提供

システムと一体的に運用

し利便性の向上に努める

こと。その際、障害者差別

解消法の趣旨を踏まえ、

「『合理的配慮』実践事例

データベース」については

合意形成のプロセスを含

む事例とするほか、一見し

て取組内容が分かる概要

を作成するなど、閲覧者の

利便性向上のため一層の

工夫を行うこと。 

また、インクルーシブ教

育システムの構築（障害者

差別解消法への対応を含

む。） に係る各都道府県・

市町村・学校からの相談に

対する支援の充実を図る

こと。相談内容について

は、国における政策立案に

も資するよう、関係者のプ

ライバシーに配慮しつつ、

国にも提供すること。 

 

【指標】 

・インクルーシブ教育シス

テム構築支援データベー

スの活用について、登録件

数を中期目標期間終了ま

でに 500 件以上とする（平

成 26 年４月～ 平成 28 年

１月末現在事例登録件

数：133件） 。 

【優先度：高】 

インクルーシブ教育シス

ム構築支援データベースについ

て、計画的に実践事例の充実を図

るとともに、障害者差別解消法の

趣旨を踏まえ、合意形成のプロセ

スを含む事例とする。実践事例の

登録件数については、中期目標期

間終了までに 500件以上とする。 

また、閲覧者の利便性向上のた

め、教育相談情報提供システムと

一体的に運用するとともに、取組

内容や活用方法が分かる概要を

作成するなど、分かりやすさや見

やすさを考慮した工夫を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

② 各都道府県・市町村・学校か

らのインクルーシブ教育システ

ムの構築に係る相談に対応する

とともに、必要に応じて、研修会

等への講師派遣を行う。また、相

談内容については、国における政

策立案にも資するよう、関係者の

プライバシーに配慮しつつ、国に

提供する。 

援データベースについて、計画的に実践事

例の充実を図る。事例は、障害者差別解消

法の趣旨を踏まえ、合意形成のプロセスを

含むものとし、実践事例の登録件数につい

ては、令和元年度末までに 460件以上とす

る。 

  また、幼稚園・小学校・中学校・高等

学校等に対する情報発信・周知の仕方を工

夫し、閲覧者の増加に努めるとともに、デ

ータベースの活用事例をホームページで

紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 各都道府県・市町村・学校からのイン

クルーシブ教育システムの構築に係る相

談について、平成 29年２月に設置した「相

談コーナー」において相談を受け付けると

ともに、その活用について周知を図る。ま

た、相談内容については、国における政策

立案にも資するよう、関係者のプライバシ

ーに配慮しつつ、国に提供する。 

 

システム構築支援デー

タベースについて、閲

覧者の利便性向上のた

め、教育相談情報提供

システムと一体的に運

用するとともに分かり

やすさや見やすさを考

慮した工夫を行った

か。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

ベースの充実 

・ インクルーシブ教育システム構築支援データ

ベース（インクル DB）について、令和元年度は

新たに 50件の事例を掲載し、合計 472 件となっ

た（達成度 102.6％）。令和元年度においては、

従来の文部科学省の委託事業における実践事例

の他、新たに、同委託事業「発達障害の可能性

のある児童生徒の多様な特性に応じた合理的配

慮研究事業」の実践事例を掲載した。 

・ 「心のバリアフリー学習推進会議」報告で今

後の取組方策として提言された「交流及び共同

学習」の推進について、令和元年度からポイン

トを挙げて実践事例を掲載するとともに、「交流

及び共同学習ガイド」などの関連情報を掲載し、

閲覧者の利便性向上を図った。 

 

・ 幼稚園、保育所、認定こども園、小・中・高

等学校等の関係者への周知を図るため、インク

ル DB の活用に関するチラシを作成し、各学校長

会の大会や研究所公開、都道府県教育委員会主

催の行事等で広く配布（10,000 部）するととも

に、インクルーシブ教育システム普及セミナー、

研究所公開等において、インクル DB紹介コーナ

ーを設け、インクル DBの情報提供を行った。ま

た、教育センター等の研修を通して、インクル

DB について周知と活用を図った。 

 

② インクルーシブ教育システムの構築に係る相

談対応 

・ 平成 29 年２月に、インクル DB の中に「相談

コーナー」を設け、都道府県・市区町村又は学

校からの「インクルーシブ教育システム構築」

に関する相談の受付を開始した。令和元年度に

おいても、継続して相談対応を行った。相談コ

ーナーについては、チラシや普及セミナー等に

おいて周知した。また、相談内容と回答の概略

は国に提供した。 

 

・ ホームページにおいて、インクル DBに掲載し

ている実践事例を活用した研修プログラム（案）

を実際の研修例を示しながら掲載し、利便性や

教育センター等における研修での活用を図っ

テム構築支援データベース

（インクル DB）について、

計 472 件の事例を掲載し、

令和元年度の目標を上回っ

た。また、令和元年度から

ホームページにおいて、イ

ンクル DBに掲載している実

践事例を活用した研修プロ

グラム（案）の掲載、「交流

及び共同学習」の実践事例

と関連情報の掲載など、閲

覧者の利便性向上を図っ

た。 

 

幼稚園、小・中・高等学

校等の関係者への周知を図

るため、チラシの配布や各

行事等においてインクル DB

紹介コーナーを設け、イン

クル DBの情報提供を行い、

結果として、年間の事例ダ

ウンロード数は 31,736 件

となり、昨年度に比べ 7,253

件増加した。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 幼稚園、保育所、認定こ

ども園、小学校、中学校、

高等学校等の教職員にイン

クルーシブ教育システム構

築支援データベース（イン

クル DB）について広く周知

し、活用を図ることが課題

である。 

 

 インクル DBの活用に関す

るチラシを教育センターや

園・学校長会等関係する各

機関や行事等あらゆる機会

において配布し、ホームペ

ージの閲覧者を増やすとと
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テムの構築に向けて、各都

道府県・市町村・学校が直

面する課題の解決に資す

る情報提供を充実してい

くもので、優先度は高い。 

た。 もに、各種開催行事等にお

いて、インクル DB紹介コー

ナーを設け、データベース

等に関する情報提供を行

う。 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 

 



41 

 

様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他の業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

退職手当及び特殊要因

経費を除いた、対前年度

比一般管理費３％以上

の業務の効率化 

対前年度比△３％ － △1.4％ △13.1％ △2.2％ 14.0％  

 

退職手当及び特殊要因

経費を除いた、対前年度

比業務経費１％以上の

業務の効率化 

対前年度比△１％ － 0.5％ △8.0％ △13.4％ △6.9％  

 

         

         

         

         

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 １．業務改善の取組 

 

運営費交付金を充

当して行う業務につ

いては、事業の重点

化、管理部門の簡素

化、効率的な運営体制

の確保、個々の業務の

予算管理の徹底、調達

等合理化の取組等に

より業務運営コスト

の縮減を図ること。 

中期目標期間中、退

１．業務改善の取組 

 

運営費交付金を充当して

行う業務については、事業

の重点化、管理部門の簡素

化、効率的な運営体制の確

保、個々の業務の予算管理

の徹底、調達等合理化の取

組等により業務運営コスト

の縮減を図ることとし、経

費縮減の余地がないか自己

評価を厳格に行ったうえ

で、適切に見直しを行う。 

１．業務改善の取組 

 

運営費交付金を充当して行う業務に

ついては、事業の重点化、管理部門の

簡素化、効率的な運営体制の確保、個々

の業務の予算管理の徹底、調達等合理

化の取組等により業務運営コストの縮

減を図ることとし、経費縮減の余地が

ないか自己評価を厳格に行ったうえ

で、適切に見直しを行う。 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

・退職手当、特殊要因

経費を除き、対前年度

比で管理経費３％以

上、業務経費１％以上

の業務の効率化 

 

 

＜その他の指標＞ 

・調達等合理化計画の

推進による業務運営の

効率化 

＜主要な業務実績＞ 

 

○事業の重点化 

中期目標に基づく中期計画及び年度計画等を推進する

ため「2019年度予算編成方針」を策定し、2019年度新規

事項「発達障害に係る教員・支援人材専門性向上に係る検

討会議の設置」に加え、次の方針に基づき予算編成を行い、

事業の重点化を図った。 

１ 研究の推進 

さらなる研究推進のほか、教育委員会等への研究成果の

普及にも配慮した予算編成を行う。 

２ 研修の充実 

政策課題や教育現場のニーズに応え、指導者養成研修の

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

令和元年度は予算配

分方針に基づき新規事

業への予算の重点配分

や補正予算の編成等を

行うとともに、契約の

見直しによる固定的経

費の削減を行った。ま

た、職員に対する予算

状況の説明等の取組に

より、退職手当及び特

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評価すべき実績＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 

 



42 

 

職手当、特殊要因経費

を除き、毎事業年度に

つき、対前年度比一般

管理費３％以上、業務

経費１％以上の業務

の効率化を図ること。 

 

 

退職手当、特殊要因経費

を除き、毎事業年度におい

て、対前年度比で管理経費

（人件費含）３％以上、業

務経費（人件費含）１％以

上の業務の効率化を図る。 

また、契約については、

「独立行政法人における調

達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年 5 月 25

日総務大臣決定）に基づき、

毎年度研究所の調達等合理

化計画を策定・公表し自己

評価する取組を着実に実施

することにより、調達等の

合理化を推進し、業務運営

の効率化を図る。 

 

退職手当、特殊要因経費を除き、対

前年度比で管理経費３％以上、業務経

費１％以上の業務の効率化を図るとと

もに、予算執行にあたっては計画的な

執行に努める。 

 

また、契約については、「独立行政

法人における調達等合理化の取組の推

進について」（平成 27 年 5 月 25 日総

務大臣決定）に基づき、研究所の調達

等合理化計画を策定・公表し自己評価

する取組を着実に実施することによ

り、調達等の合理化を推進し、業務運

営の効率化を図る。 

 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

充実を図るための予算を確保する。 

また、新学習指導要領に対応した講義配信コンテンツの

充実を図るための予算を確保する。 

３ 安全対策等の強化 

研修員、職員等の安全を確保するため、自然災害に備え、

保有施設の強靱化に資する予算を確保する。 

 

○管理部門の簡素化 

・ 平成 30 年度に引き続き、管理部門である総務部につい

て、３課２室８係体制のもと意思決定の迅速化を図った。 

 

○予算管理 

・ 中期計画、年度計画に即した適切な執行と予算管理の徹

底を図るため、四半期ごとに予算執行状況を把握した。 

・ 第３四半期に予算執行状況を踏まえたうえで、補正予算

の編成を行うとともに、令和元年 12 月 3 日付「令和元年

度予算の執行について」を所内に通知し、予算の有効活用、

予算管理や経費削減等について周知した。 

 

○業務運営コストの縮減 

・ 複合機の契約について、賃貸借、メンテナンス、トナー

を別々に契約していたものを情報出入力に関するサービ

スを一体として調達することにより、これらに要する費用

を前年に比べて 737千円削減した。このほか、所内会議で

の節電の要請、会計システムによる個々の予算管理の実

施、旅費等の支払通知の電子メール化、所内各種会議にお

けるタブレット端末の活用等によるペーパーレス化を推

進し、業務運営コストを縮減するための活動を継続してい

る。 

 

○管理経費３％以上、業務経費１％以上の業務の効率化 

・ 令和元年度は、退職手当及び特殊要因経費を除き、管理

経費は対前年度比 14.0％の増、業務経費は対前年度比

6.9％の減となり、管理経費の業務の効率化３％減は達成

できなかった。総合計では 828百万円から 809 百万円とな

り、対前年度比 2.2％減となっており一定の業務改善の取

組の効果はあった。管理経費の対前年度比増の主な要因

は、管理経費における人件費のエフォート３％増により対

前年度比 21 百万円増、数年に一度調達しなければならな

い人事給与システムの更新費用７百万円、などである。 

 

○調達等合理化の取組 

殊要因経費を除いて業

務運営コストの縮減を

図ることができた。 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

 

 令和元年度は、重点

的な予算配分や予算管

理の徹底、契約の見直

し等により業務運営コ

ストの縮減を図ってき

たが、管理経費は目標

を達成できなかった。

引き続きこれらの取組

を継続し、業務運営コ

ストの削減に向けて一

層の業務内容の見直し

を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

調達等合理化の取組に

より、競争性のある契

約は、平成 30年度は契

約件数 26 件中 19 件

（116 百万円）に対し

て、令和元年度は契約

件数 39件中 32 件（359

百万円）となった。 
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「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成 27年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、

当研究所の事務・事業の特性を踏まえ、PDCA サイクルに

より、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に

調達等の合理化に取り組むため、平成 27年度に調達等合

理化計画を策定した。また、この計画の改訂に当たっては、

毎年、監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員

会による点検を行い公表している。 

令和元年度の契約状況は、表１のとおりであり、契約件

数は 39件、契約金額は約 384 百万円である。うち、競争

性のある契約は 32 件（82.1％）、約 359 百万円（93.5％）、

競争性のない随意契約は 7 件（17.9％）、約 25 百万円

（6.5％）となっている。平成 30 年度と比較して、競争入

札等競争性のある件数は 13 件増（68.4％増）、金額は 243

百万円の増である（209.5％の増）。 

競争性のない随意契約は、水道契約１件、財務会計シス

テムなどの保守契約４件、論文データベース契約１件及び

手話通訳１件の計 7件であり、これらについては他に供給

できる業者が存在しないためである。なお、競争性のない

随意契約については、内部統制推進室の点検及び契約監視

委員会の審査を受けている。 

 

【契約の現状と要因の分析】 

（R1調達等合理化計画の表１） （単位：百万円） 

 
平成 30年度 令和元年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争 

入札等 

(73.1

％) 

19 

(80.6

％) 

116 

(82.1

％) 

32 

(93.5

％) 

359 

(68.

4％) 

13 

（209.5

％） 

243 

企画競

争・公募 

(0.0 

％) 

0 

(0.0 

％） 

0 

(0.0 

％) 

0 

(0.0 

％） 

0 

(－％) 

－ 

(－％) 

－ 

競争性の

ある契約 

（小計） 

(73.1

％) 

19 

(80.6

％) 

116 

(82.1

％) 

32 

(93.5

％) 

359 

(68.4

％) 

13 

（209.5

％） 

243 

競争性の

ない随意

契約 

(26.9

％) 

7 

(19.4

％) 

28 

(17.9

％) 

7 

(6.5

％) 

25 

(-％) 

0 

(△10.7

％) 

△3 

合 計 

(100

％） 

26 

(100

％） 

144 

(100

％） 

39 

(100

％） 

384 

(50.0

％) 

13 

(166.7

％) 

240 

 

令和元年度の一者応札・応募の状況は、表２のとおりで

あり、契約件数は 15件（46.9％）、契約金額は約 175 百

万円（49.0％）である。 

なお、１社応札の主な理由は、入札への誘引を行ったも

のの辞退された場合が多かったものである。 

 

（R1調達等合理化計画の表２）（単位：百万円） 
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 平成 30年度 令和元年度 比較増△減 

２

者

以

上 

件

数 

10 

(52.6％) 

17 

(53.1％) 

7 

(70.0％) 

金

額 

91 

(78.4％) 

183 

(51.0％) 

92 

(101.1％) 

１

者

以

下 

件

数 

9 

(47.4％) 

15 

(46.9％) 

6 

(66.7％) 

金

額 

25 

(21.6％) 

175 

(49.0％) 

150 

(600.0％) 

合

 

計 

件

数 

19 

(100％) 

32 

(100％) 

13 

(68.4％) 

金

額 

116 

(100％) 

359 

(100％) 

243 

(209.5％) 
 

 ２．予算執行の効率化 

 

独立行政法人会計

基準の改訂等により、

運営費交付金の会計

処理として、業務達成

基準による収益化が

原則とされたことを

踏まえ、収益化単位の

業務ごとに予算と実

績を管理する体制を

構築すること。 

２．予算執行の効率化 

 

独立行政法人会計基準の

改訂等により、運営費交付

金の会計処理として、業務

達成基準による収益化が原

則とされたことを踏まえ、

中期目標の業務に応じて

「研究活動」、「研修事業」、

「情報普及活動」、「インク

ルーシブ教育システム構築

推進事業」の業務ごとに予

算と支出実績を管理する体

制を構築・運用する。 

２．予算執行の効率化 

 

独立行政法人会計基準の改訂等によ

り、運営費交付金の会計処理として、

業務達成基準による収益化が原則とさ

れたことを踏まえ、中期目標の業務に

応じて「研究活動」、「研修事業」、

「情報普及活動」、「インクルーシブ

教育システム構築推進事業」の各業務

ごとに予算と支出実績を管理する体制

を構築・運用し、必要に応じて見直し

を行う。 

 

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

・中期目標の各業務ご

とに応じた、予算と支

出実績の管理体制の構

築及び運用状況 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

独立行政法人特別支援教育総合研究所運営費交付金取

扱規程に、業務達成基準による運営費交付金の債務の適切

な収益化、使途の特定等に関して明確化するとともに、独

立行政法人国立特別支援教育総合研究所予算規程におい

て、予算責任者を指名して責任体制を明確化すること等に

より、継続して予算と支出実績を管理する体制を強化し

た。 

令和元年度においても中期目標の業務に応じた「研究活

動」、「研修事業」、「情報普及活動」、「インクルーシブ教育

システム構築推進事業」の業務ごとに予算及び支出実績を

管理し、四半期ごとの予算執行状況を把握した。 

 

＜根拠＞ 

 

四半期ごとに予算執

行状況を作成し、役員

等に報告することによ

り、予算及び支出実績

を適切に管理し、理事

長のマネジメントの強

化を図った。 

 また、予算管理規定

に基づき継続して予算

と支出実績を管理する

体制を構築・運用した。 

 

＜課題と対応＞ 

予算規程等に基づき

予算及び支出実績の管

理を確実に行い適正な

運用に努める。 
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 ３．間接業務等の共同

実施 

 

「独立行政法人改

革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年 12 

月 24 日閣議決定。以

下「基本方針」とい

う。）を踏まえ、研究

所、国立女性教育会

館、教職員支援機構、

国立青少年教育振興

機構の４ 法人は、効

果的・効率的な業務運

営のために間接業務

等を共同で実施し、中

期目標期間中に 15 業

務以上の実施につい

て検討するとともに、

その取組を一層推進

する。 

 

３．間接業務等の共同実施 

 

 

「独立行政法人改革等に

関する基本的な方針」（平

成 25年 12月 24日閣議決定。

以下「基本方針」という。）

を踏まえ、研究所、国立女

性教育会館、教職員支援機

構、国立青少年教育振興機

構の４法人で組織した「間

接業務等の共同実施に関す

る協議会」の報告（平成 26

年７月）に基づき、共同実

施することとした 15種の業

務（「物品」、「間接事務」

及び「職員研修」）を着実

に実施する。さらに、費用

対効果等の検証を行いつ

つ、これ以上の共同実施の

取組を一層推進するよう検

討を進める。 

 

３．間接業務等の共同実施 

 

 

 共同実施を決定した業務について、

順次実施したうえで費用対効果及び効

率化等の検証を行う。 

 

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

・共同実施をした業務

の実施状況、費用対効

果及び効率化等の検証

状況 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

当研究所、国立青少年教育振興機構、国立女性教育会館及

び教職員支援機構の４法人で「物品の共同調達」、「間接事務

の共同実施」、「職員研修の共同実施」について共同で行い、

費用対効果及び効率化等の検証を行った。 

 

○物品の共同調達 

令和元年度は、以下の品目について共同調達を実施し

た。その結果、経費の削減に加え、契約担当法人以外の法

人での契約行為がなくなり、業務の効率化が図られた。 

・蛍光管 

・事務用品（ドッチファイル等） 

・電気供給の調達に係る入札手続き 

・電子書籍 

・古紙溶解 

・非常食 

 

○間接事務の共同実施 

令和元年度は、以下の業務について共同で実施すること

により、業務の効率化、適正化を図った。 

・予定価格作成に係る積算 

・会計事務等の内部監査  など 

 

○職員研修の共同実施 

令和元年度は、以下の研修について共同で実施すること

により、研修機会の増加や、主担当法人以外の法人の業務

の効率化、経費削減が図られた。また、研修を通じて４法

人間の職員の交流を図ることができた。 

・新人研修（文書作成研修、ビジネスマナー研修） 

・人事制度研修    

・階層別研修    

 このほか、各法人が主催している研修会やセミナーへ

の受講機会の提供を、平成 26 年度から実施している。 

＜根拠＞ 

  

 

 共同実施を決定した

業務について、順次実

施するとともに、費用

対効果の検証等を行い

つつ、新規業務の検討

も行い、間接業務等の

共同実施を一層推進す

ることができた。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 今後も４法人の協議

会の場で進捗状況等の

確認を行い、間接業務

等の共同実施をより推

進していくことで、業

務の効率化、経費の削

減を図る。 

 

 

 ４．給与水準の適正化 

 

研究所の給与水準

については、基本方針

を踏まえ、国家公務員

等の給与水準を十分

に考慮し、手当を含め

４．給与水準の適正化 

 

給与水準については、「基

本方針」を踏まえ、国家公

務員の給与水準を十分考慮

し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検

４．給与水準の適正化 

 

 給与水準については、「基本方針」

を踏まえ、国家公務員の給与水準を十

分考慮し、手当を含め役職員給与の在

り方について厳しく検証した上で、そ

の適正化に取り組むとともに、給与水

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

・給与水準の適正化の

取組状況 

 

＜主要な業務実績＞ 

  

役職員の給与水準については、主務大臣より、「給与水

準の比較指標では国家公務員の水準未満となっているこ

と等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な

給与水準の維持に努めていただきたい。」との検証結果を

得ており、総務大臣が定める様式により当研究所ホームペ

＜根拠＞ 

 

 給与水準について

は、国家公務員の水準

未満となっていること

から、主務大臣より適

正であるとの検証結果
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役職員給与の在り方

について厳しく検証

した上で、その適正化

を図るとともに、給与

水準 及びその 合理

性・妥当性を対外的に

公表すること。 

証した上で、その適正化に

取り組むとともに、給与水

準及びその合理性・妥当性

の検証結果や取組状況を公

表する。また、総人件費に

ついては、政府の方針を踏

まえ、厳しく見直す。 

準及びその合理性・妥当性の検証結果

や取組状況を公表する。また、総人件

費については、政府の方針を踏まえ、

厳しく見直す。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

ージにおいて公表した。また、令和元年度の総人件費（最

広義人件費）は 722,938千円であり、前年度比 4.4％の増

であった。 

を得た。 

 

＜課題と対応＞ 

 国家公務員の水準に

準拠し、適正な給与水

準の維持に努めてい

く。 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他の業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 

難易度「高」 

 研究所の立地条件から、早急な改善は困難と思われ、難易度は高

い。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

体育館の稼働率 中期目標期間終了まで

に、50％以上 － 

22％ 

（28年度計画

値：30％） 

44.1％ 

（29年度計画

値：30％） 

52.8％ 

（30年度計画

値：40％） 

52.3％ 

（元年度計画値：

45％） 

  

グラウンドの稼働率 中期目標期間終了まで

に、50％以上 － 

35％ 

（28年度計画

値：15％） 

36.4％ 

（29年度計画

値：15％） 

41.3％ 

（30年度計画

値：40％） 

52.4％ 

（元年度計画値：

45％） 

  

         

         

         

         

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 １．自己収入の確保 

 

積極的に競争的資金等

の外部資金導入を図ると

ともに、受益者負担の適

正化による自己収入の確

保に努めること。 

宿泊研修施設について

は、更なる利用促進に向

けた取組を行い、稼働率

の向上を図るとともに、

定期的に料金を検証し、

自己収入の拡大を図るた

めに必要な措置を講じ

１．自己収入の確保 

 

積極的に競争的資金等

の外部資金導入を図り間

接経費を確保するととも

に、研修員宿泊棟宿泊料等

の受益者負担の適正化に

よる自己収入の確保に努

める。 

なお、中期目標期間を通

じて、定期的に宿泊料等を

検証するなど、自己収入の

拡大を図るために必要な

措置を講じる。 

１．自己収入の確保 

 

積極的に競争的資金等の外部資金

導入を図り間接経費を確保するとと

もに、研修員宿泊棟宿泊料等の受益者

負担の適正化による自己収入の確保

に努める。 

 

 

なお、必要に応じて宿泊料等を検証

するなど、自己収入の拡大を図るため

に必要な措置を講じる。 

 

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

・外部資金の導入状

況、自己収入の確保 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○外部資金の獲得 

平成 28 年度の業務の実績に関する評価におい

て「資金の獲得に向けた組織的な取り組みが必

要。」との指摘を受けたことから、競争的資金の

獲得に向けて、研究職員に対して予算状況の説明

を行ったほか、会議で競争的資金の積極的な獲得

を促す等、外部資金の獲得に向け組織的に取り組

んだ。平成 30 年度比では、新規＋継続で２件増

加し 22件となり、交付額も 6,424千円増の 40,950

千円となった。 

 

（科研費応募及び採択状況） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

科学研究費補助金の獲得

に向け組織的に取り組み、前

年度を上回る資金を確保す

ることができた。 

 

＜課題と対応＞ 

厳しい財政状況の中、期待

された研究成果をあげるた

めに、科学研究費補助金だけ

でなく、民間の外部資金の獲

得にも積極的に取り組み、引

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評価すべき実績＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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る。  

 

 

 

平成30年度 令和元年度 

申請 採択 採択率 申請 採択 採択率 

新規 20件 ８件 40％ 19件 ６件 32％ 

新規＋継

続 
－ 20件 － － 22件 － 

交付額 34,526千円 40,950千円 

うち 

直接経費 
26,576千円 31,500千円 

うち 

間接経費 
7,950千円 9,450千円 

 

（科研費以外の外部資金） 

資金名 金額 研究課題名 

一般社団法人日

本事業所内保育

団体連合会 

（平成30～令和

元年度） 

300 

千円 

国内の事業所内保 

育施設における聴覚障害

幼児の実態に関する調査 

柳井正財団 

（平成30～令和

元年度） 

5,000 

千円 

盲ろう幼児児童生徒の支

援体制整備に関わる研究 

ファーストリテ

イリング財団 

（令和元年～２

年度） 

5,000 

千円 

盲ろう幼児児童生徒の支

援体制整備に関わる研究 

 

このほか、他研究機関から研究分担者として、

延べ９名、計 2,258千円（直接経費 1,760 千円、

間接経費 498千円）の配分を受け、研究を実施し

た。 

 

○自己収入の確保 

研修員宿泊棟の宿泊料については、平成 25 年

度から 27 年度にかけて段階的に増額改定を行っ

てきた。令和元年度も引き続き自己収入の確保に

努め、宿泊料収入のほか、間接経費が増となった。

また、台風被害等の保険料収入もあり、計 44,789

千円（平成 30年度：33,754 千円）となった。 

き続き競争的資金の獲得及

び自己収入の確保に努める。 

 

 ２．体育館及びグラウン

ドの外部利用の促進 

 

体育館については、研

修事業での活用を図ると

ともに、障害者スポーツ

での利用を含め広く外部

２．体育館及びグラウンド

の外部利用の促進 

 

体育館について、研修事

業での活用を図るととも

に、体育館及びグラウンド

の障害者スポーツでの利

２．体育館及びグラウンドの外部利用

の促進 

 

 「体育館及びグラウンドの外部利用

の促進に向けての対応方針」に基づ

き、ⅰ）広報活動の充実、ⅱ）利用可

能日の拡充、ⅲ）利用可能時間の延長

＜主な定量的指標＞ 

・体育館 45％以上、

グラウンド 45％以上

の稼働率確保 

 

＜その他の指標＞ 

特になし 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

・ 体育館及びグラウンドの外部利用について、障

害者スポーツでの利用を含め広く外部利用を促

進するため、横須賀市・横浜市教育委員会及び、

横須賀市全域及び横浜市の一部の小・中・高等学

＜根拠＞ 

 

 

外部利用促進のため、広報

活動や利用方法の周知を図

り、体育館及びグラウンドと

もに目標を上回る稼働率を
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利用を促進するために、

各種団体などへの積極的

な働きかけなどの具体的

な方針を早急に策定し、

取組を推進すること。 

グラウンドについて

は、体育館と同様に、障

害者スポーツでの利用を

含め広く外部利用を促進

するために、各種団体な

どへの積極的な働きかけ

などの具体的な方針を早

急に策定し、取組を推進

すること。 

 

【指標】 

・中期目標期間終了まで

に、体育館及びグラウン

ドの稼働率を 50％以上と

する（体育館 平成 23 年

度：32.1％、平成 24 年

度：19.0％ 、平成 25 年

度：19.6％ 、平成 26 年

度：13.7％、グラウンド 

平成 23年度：36.8％、平

成 24 年度：38.6％、平成

25 年度：9.9％ 、平成 26

年度：6.7％）。 

【優先度：高】【難易度：

高】 

これまでの実績から、利

用率向上のための取組を

早急に進めていくことが

必要であり、優先度は高

い。また、研究所の立地

条件から、早急な改善は

困難と思われ、難易度は

高い。 

用を含めた幅広い外部利

用を促進するため、「体育

館及びグラウンドの外部

利用の促進に向けての対

応方針」を策定し、これに

基づき、ⅰ）広報活動の充

実、ⅱ）利用可能日の拡充、

ⅲ）利用可能時間の延長と

施設使用料設定の見直し、

ⅳ）利用申込方法の改善、

ⅴ）外部利用促進のための

事業の実施等を推進する。

これらの取組により、中期

目標期間終了までに、50％

以上の稼働率を確保する。 

 

と施設使用料設定の見直し、ⅳ）利用

申込方法の改善、ⅴ）外部利用促進の

ための事業の実施等を推進する。これ

らの取組により令和元年度は、体育館

45％以上、グラウンド 45％以上の稼

働率を確保する。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

校、特別支援学校、障害者団体・障害者スポーツ

団体等へパンフレットを配布するとともに、研究

所ホームページに利用案内に掲載し、幅広い広報

に努めている。 

・ 体育館及びグラウンドの利用については、ホー

ムページに掲載している予約状況の期間を広げ

ることにより、さらに利用者の利便性の向上を図

った。 

・ 利用料金については、障害者スポーツ団体が体

育館及びグラウンドを利用する際の使用料を通

常利用の料金の２分の１としている。 

・ 障害者スポーツ団体の利用実績としては、令和

元年８月に東京 2020 パラリンピック競技大会の

正式種目であるゴールボールの 強化指定選手が

所属するチーム（団体）が利用した。 

令和元年度の体育館の稼働率は 52.3％（年度計

画 45％）、グラウンドの稼働率は 52.4％（年度

計画 45％）となり、目標稼働率を上回った。 

確保することができた。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、近隣地域や障害

者スポーツ団体等に対する

広報活動や、利用方法の改善

等の利便性の向上に努める。 

 ３．保有財産の見直し 

 

保有財産については、

その保有の必要性につい

３．保有財産の見直し 

 

（１）保有財産について

は、その保有の必要性につ

３．保有財産の見直し 

 

 保有財産については、その保有の必

要性について不断の見直しを行う。 

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

保有財産については、当研究所の研究・研修事

業等に活用されており、必要なものと判断してい

＜根拠＞ 

 

 保有財産については研

究・研修事業等に活用されて

 



50 

 

て不断の見直しを行うこ

と。特に、体育館、グラ

ウンドについては、利用

実績等を踏まえ保有の必

要性を検討すること。 

 

いて不断の見直しを行う。 

（２）体育館、グラウンド

については、中期目標期間

における利用実績等を踏

まえ、「独立行政法人の保

有資産の不要認定に係る

基本的視点について」（平

成 26 年総務省行政管理

局）に基づき、その保有の

必要性を随時検討し、仮に

不要と判断される場合に

は、用途廃止を含め、その

処分について検討を進め

る。 

 特になし 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

る。また、施設環境委員会を開催し、保有財産が

必要であることを確認するとともに有効利用の

促進に努めている。 

 

おり、必要なものと判断して

いる。 

 

＜課題と対応＞ 

 保有財産の有効活用に努

め、施設環境委員会で必要性

について確認を行うなど、不

断の見直しを行う。 

 ４．固定的経費の節減 

 

会議等のペーパーレス

化等、管理運営コストの

節減、効率的な業務運営

を行うこと等により、固

定的経費の節減を図るこ

と。 

 

４．固定的経費の節減 

 

 会議等のペーパーレス

化等、管理運営コストの節

減、効率的な業務運営を行

うこと等により、固定的経

費の節減を図る。 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 予算、収支計画及び資

金計画 

１．中期計画予算 

 別紙１のとおり（※事

業等のまとまりごとに

作成予定） 

２．平成 28年度～32 年度

収支計画 

 別紙２のとおり（※予

算の作成単位に合わせ

て作成予定） 

３．平成 28年度～32 年度

資金計画 

 別紙３のとおり（※予

算の作成単位に合わせ

４．固定的経費の節減 

 

 会議等のペーパーレス化等、管理運

営コストの節減、効率的な業務運営を

行うこと等により、固定的経費の節減

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 予算、収支計画及び資金計画 

１．令和元年度予算 

収入     1,088,165千円 

運営費交付金  1,043,129千円 

施設整備費補助金 40,212千円 

雑収入       4,824千円 

支出      1,088,165千円 

人件費      721,200千円 

一般管理費    120,208千円 

業務経費      206,545千円 

研究活動      56,017千円 

研修事業       49,967千円 

情報普及活動   83,619千円 

インクルーシブ教育システム 

構築推進事業   16,942千円 

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

特になし 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

＜主要な業務実績＞ 

 

複合機の契約について、賃貸借、メンテナンス、

トナーを別々に契約していたものを情報出入力

に関するサービスを一体として調達することに

より、これらに要する費用を前年に比べて 737千

円削減した。このほか、所内会議での節電の要請、

会計システムによる個々の予算管理の実施、旅費

等の支払通知の電子メール化、所内各種会議にお

けるタブレット端末の活用等によるペーパーレ

ス化を推進し、業務運営コストを縮減するための

活動を継続している。【再掲】 

 

１．令和元年度予算 

収入       1,128,131千円 

運営費交付金   1,043,129千円 

施設整備費補助金  40,212千円 

寄附金収入           101千円 

雑収入           28,610千円 

受託事業等（間接経費含む） 

                  16,079千円 

 

支出          1,268,331千円 

人件費          715,497千円 

一般管理費       64,212千円 

業務経費        273,736千円 

   研究活動         48,715 千円 

   研修事業        117,954 千円 

＜根拠＞ 

 

見直した複合機に関する

契約を中心に、固定的経費の

削減を図ることができた。 

 

＜課題と対応＞ 

 契約の見直しや会議等の

ペーパーレス化を推進し、引

き続き固定的経費の削減を

図る。 
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て作成予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 短期借入金の限度額 

   限度額３億円 

短期借入金が想定され

る事態として、運営費交付

金の受入れが遅延する場

合や予想外の退職手当な

どに対応する場合を想定。 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

施設整備費    40,212千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．令和元年度収支計画 

費用の部     1,048,586 千円 

人件費       721,200 千円 

一般管理費      120,208 千円 

業務経費       207,178 千円 

収益の部      1,048,586 千円 

運営費交付金収益 1,043,129 千円 

自己収入       4,824 千円 

資産見返運営費交付金戻入  633千円 

 

 

 

 

 

 

３．令和元年度資金計画 

資金支出     1,088,165 千円 

業務活動による支出 1,047,953千円 

投資活動による支出  40,212 千円 

資金収入     1,088,165 千円 

業務活動による収入 1,047,953千円 

投資活動による収入  40,212 千円 

 

 

Ⅴ 短期借入金の限度額 

  限度額３億円 

 短期借入金が想定される事態とし

て、運営費交付金の受入れが遅延する

場合や予想外の退職手当などに対応

する場合を想定。 

 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

   情報普及活動     87,773 千円 

   インクルーシブ教育システム 

   構築推進事業     19,294 千円 

施設整備費      200,415千円 

寄附金              249千円 

受託事業等（間接経費含む） 

                 14,222千円 

 

２．令和元年度収支計画 

費用の部    1,459,594千円 

   人件費        661,826 千円 

   一般管理費    102,247 千円 

   業務経費      297,711 千円 

  財務費用          856 千円 

  雑損                4 千円 

臨時損失      396,950千円 

 

収益の部    1,546,747千円 

  運営費交付金収益   986,029千円 

  資産貸付収入等        30,820千円 

  資産見返負債戻入     19,828千円 

  引当金見返に係る収益  76,753千円 

  臨時利益            433,317千円 

 

３．令和元年度資金計画 

資金支出             1,268,331千円 

業務活動による支出   1,067,916千円 

投資活動による支出    200,415千円 

 

資金収入             1,128,131千円 

業務活動による収入  1,087,919千円 

投資活動による収入     40,212千円 

 

＜主要な業務実績＞ 

 該当なし。 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 
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研究の高度化・高品質化の

ための経費に充当する。 

 剰余金が生じた場合は、研究の高度

化・高品質化のための経費に充当す

る。 

 該当なし。 

 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他の業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

         

         

         

         

         

         

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 １．内部統制の充実 

 

研究所の内部統制に

ついては、基本方針を

踏まえ、理事長のリー

ダーシップに基づく自

主的・戦略的な組織運

営、適切なガバナンス

により、国民に対する

説明責任を果たしつ

つ、法人の政策実施機

能の最大化を図るた

め、内部統制システム

を充実・強化すること。 

各種の規程を整備す

るとともに、内部統制

の仕組みが確実に機能

を発揮した上で組織及

び業務の運営がなされ

１．内部統制の充実 

 

内部統制については、理事長

のリーダーシップに基づく自

主的・戦略的な組織運営、適切

なガバナンスにより、国民に対

する説明責任を果たしつつ、法

人の政策実施機能の最大化を

図るため、内部統制の推進に関

する委員会等を設置し、内部統

制システムの充実・強化を図

る。 

内部統制の推進に関する規

程等を整備するとともに、内部

統制の仕組みが確実に機能を

発揮した上で組織及び業務の

運営がなされるよう、 

①研究所のミッションや理事

長の指示が確実に全役職員に

１．内部統制の充実 

 

 内部統制については、理事長のリーダー

シップに基づく自主的・戦略的な組織運

営、適切なガバナンスにより、国民に対す

る説明責任を果たしつつ、法人の政策実施

機能の最大化を図るため、内部統制の推進

に関する委員会等を設置し、内部統制シス

テムの充実・強化を図る。 

研究所の中期目標、中期計画等の達成を阻

害する要因（リスク）への対応計画を「ア

クションプラン」として改定し、計画的に

対応する。 

内部統制の推進に関する規程等を整備す

るとともに、内部統制の仕組みが確実に機

能を発揮した上で組織及び業務の運営が

なされるよう、 

①研究所のミッションや理事長の指示が

確実に全役職員に伝達されるため、掲示板

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

 

＜その他の指標＞ 

特になし 

 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

・ 内部統制委員会、内部統制推進室会議を設

け体制整備を図り、災害に関するリスク、業

務に関するリスク等の検討を行い、それに基

づきリスク発生時は対応することにした。 

・ 理事長が主催する月２回の総合調整会議に

おいて各部・センターへの情報の共有・伝達

に努めた。また、掲示板システムを備えた情

報システムを活用し、全職員への情報伝達

や、定期的な内部監査及び監事監査の実施、

監査結果の理事長への報告等の伝達を迅速

に行った。 

・ 新たに法人の業務の適正を確保するための

体制の運用方針を定めた「独立行政法人国立

特別支援教育総合研究所内部統制システム

の運用方針」を策定するなど内部統制の強化

を図った。 

・ 特に、国の新型インフルエンザ等感染症の

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

左記の業務実績により、

理事長のリーダーシップ

の下、リスクマネジメント

の向上、組織内部の情報の

伝達の円滑化、監査結果の

伝達による業務改善が図

られ、内部統制の充実・強

化が図られた。 

 

 

＜課題と対応＞ 

監査で指摘があった事

項については、次年度も継

続的に監査を行い、業務改

善が図られているか確認

し、引き続き内部統制の充

実・強化に努める。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評価すべき実績＞ 

  

＜今後の課題＞ 

  

＜その他事項＞ 
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るよう、 

① 研究所のミッショ

ンや理事長の指示が確

実に全役職員に伝達さ

れる仕組みの構築 

② 研究所のマネジメ

ント上必要なデータを

組織内で収集・共有し、

理事長に伝達した上

で、組織・業務運営に

おいて活用 

③ 内部統制が有効に

機能しているかどうか

を継続的にモニタリン

グを、理事長のリーダ

ーシップの下、日常的

に進めていくこと。 

伝達されるため、掲示板システ

ム等の情報システムの整備 

②研究所のマネジメント上必

要なデータについて、各種会議

等で情報の収集・共有を行い理

事長に伝達した上で、組織・業

務運営において活用 

③内部統制を有効に機能させ

るため、定期的な内部監査の実

施及び監査結果の業務への反

映を理事長のリーダーシップ

の下、日常的に進める。 

システム等の情報システムの整備 

②研究所のマネジメント上必要なデータ

について、各種会議等で情報の収集・共有

を行い理事長に伝達した上で、組織・業務

運営において活用 

③内部統制を有効に機能させるため、定期

的な内部監査の実施及び監査結果の業務

への反映 

を理事長のリーダーシップの下、日常的に

進める。 

 

 

対応計画に準じた研究所の業務継続計画（新

型インフルエンザ等）に基づき、新型コロナ

ウイルス感染症対策についての対応を行っ

た。 

・ 監事による監査及び内部監査への対応と 

して、職員に対して、平成 30 年度監査で指

摘があった事項については周知し、適切な対

応を求めるとともに、令和元年度も継続的に

内部監査を行い、業務改善が図られているか

の確認を行った。 

 

 

 

 

 ２．情報セキュリティ

対策の推進 

 

政府機関の情報セキ

ュリティ対策のための

統一基準群を踏まえ、

情報セキュリティ・ポ

リシーを適時適切に見

直すとともに、これに

基づき情報セキュリテ

ィ対策を講じ、情報シ

ステムに対するサイバ

ー攻撃への防御力、攻

撃に対する組織的対応

能力の強化に取り組む

こと。 

 

 

 

 

また、対策の実施状

況を毎年度把握し、Ｐ

ＤＣＡサイクルにより

情報セキュリティ対策

の改善を図ること。 

２．情報セキュリティ対策の推

進 

 

政府機関の情報セキュリテ

ィ対策のための統一基準群を

踏まえ、情報セキュリティ・ポ

リシーを情報技術の進歩、新た

な脅威の発生等に応じて、適時

点検し、必要に応じて内容の追

加修正等の見直しを行うこと

により、情報セキュリティ水準

を適切に維持する。 

これに基づき、情報システム

への侵入テスト等、サイバー攻

撃への耐性を確認するための

検査及び評価を年１回以上実

施し、当該結果を反映させた対

策を施すことにより、防御力の

改善及び強化を図る。 

 

併せて、情報セキュリティイ

ンシデントへの対処方法・手順

を含めた情報セキュリティに

関する訓練・研修を年１回以上

実施し、組織的対応能力の強化

２．情報セキュリティ対策の推進 

 

 

 政府機関の情報セキュリティ対策のた

めの統一基準群を踏まえ、情報セキュリテ

ィ・ポリシーを情報技術の進歩、新たな脅

威の発生等に応じて、適時点検し、必要に

応じて内容の追加修正等の見直しを行う

ことにより、情報セキュリティ水準を適切

に維持する。 

これに基づき、情報システムへの侵入テ

スト等、サイバー攻撃への耐性を確認する

ための検査及び評価を年１回以上実施し、

当該結果を反映させた対策を施すことに

より、防御力の改善及び強化を図る。 

 

 

 

 

 

併せて、情報セキュリティインシデント

への対処方法・手順を含めた情報セキュリ

ティに関する教育・訓練・研修を年１回以

上実施し、職員への周知徹底及び組織的対

応能力の強化を図る。 

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

特になし 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

１．関係規程等の整備・見直し 

・ サイバーセキュリティ基本法に定められて

いる情報セキュリティ対策のための統一基

準群に対応するため、平成31年４月１日付け

で、情報セキュリティポリシーを改訂した。 

・ 情報セキュリティ対策を推進するため、情 

報セキュリティ対策推進チームの設置や 

情報セキュリティインシデント対処手順、 

情報セキュリティに関する教育実施計画 

の見直し等を行い、情報セキュリティ水準 

の維持に努めた。 

 

２．リスクの評価 

情報セキュリティ委員会を開催し、研究所

の基幹システム及び財務会計システム、人事

給与システム等について、連絡体制の確認、

情報システム台帳の整備等を行うとともに、

基幹システムについて情報セキュリティに

関するリスクの洗い出し及び評価を行った。 

 

３．自己点検の実施 

研究所の情報セキュリティ対策基準にお

＜根拠＞ 

 

 

情報セキュリティ・ポリ

シーの改正を行ったこと、

職員を対象とした自己点

検や標的型メール訓練、自

己点検を実施したことに

より、情報セキュリティ水

準の維持向上を図るとと

もに、職員の情報セキュリ

ティ意識の向上を図った。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 引き続き情報セキュリ

ティの強化を図るととも

に、研修等を通じて職員の

情報セキュリティ意識の

向上を図ることで、情報セ

キュリティ水準を適切に

維持していく。 
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 を図る。 

また、自己点検等で対策の実

施状況を毎年度把握し、ＰＤＣ

Ａサイクルにより情報セキュ

リティ対策の改善を図る。 

 

 

また、自己点検等で対策の実施状況を毎年

度把握し、ＰＤＣＡサイクルにより情報セ

キュリティ対策の改善を図る。 

いて実施が求められている情報セキュリテ

ィ対策の実施状況について、各人が自ら確認

するための自己点検を行った。 

 

４．情報セキュリティに関する教育・訓練・研

修 

全職員を対象に、標的型メール訓練を実施

し、その結果を情報セキュリティ委員会で共

有し、各部・センター等での注意喚起を図っ

た。 

 ３．筑波大学附属久里

浜特別支援学校との連

携・協力 

 

研究所と筑波大学附

属久里浜特別支援学校

が、相互の連携による

教育研究交流を通し

て、障害のある子供の

教育に関する実際的・

総合的な教育研究の推

進を図ること。 

また、共同調達の取

組について、一層推進

するよう検討を進める

こと。 

 

３．筑波大学附属久里浜特別支

援学校との連携・協力 

 

 

 研究所と筑波大学附属久里

浜特別支援学校が、相互の連携

による教育研究交流を通して、

障害のある子供の教育に関す

る実際的・総合的な教育研究の

推進を図る取組を行う。 

 また、効果的・効率的な業務

運営のため、研究所と筑波大学

との共同調達の取組について、

一層推進するよう検討を進め

る。 

３．筑波大学附属久里浜特別支援学校との

連携・協力 

 

 

 研究所と筑波大学附属久里浜特別支援

学校が、相互の連携による教育研究交流を

通して、障害のある子供の教育に関する実

際的・総合的な教育研究の推進を図る取組

を行う。 

また、効果的・効率的な業務運営のため、

研究所と筑波大学との共同調達の取組に

ついて、一層推進するよう検討を進める。 

 

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

 

＜その他の指標＞ 

筑波大学附属久里

浜特別支援学校と教

育研究の推進を図る

取組を行ったか。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

○教育研究の推進 

 筑波大学附属久里浜特別支援学校と共同

し、円滑な教育研究協力及び児童等の教育に

ついて相互協力に資するため、国立特別支援

教育総合研究所・筑波大学附属久里浜特別支

援学校連絡会議を設け、定期的に運営等の課

題について連絡調整を図っている。 

また、科研費による研究課題「共に学ぶ場

における発達障害児と典型発達児の他者・自

己理解を促進する心理教育的支援」におい

て、同校の協力を得て研究を推進している。

さらに、研究所で開催する特別支援教育専門

研修の研究協議ポスター発表会や各種勉強

会等に久里浜特別支援学校の教職員が参加

したり、同校主催の校内研修会等へ研究所職

員が参加したりする等の連携や、久里浜特別

支援学校の防災訓練に研究所職員が参加し

たり、研究所の防災マニュアルに相互の協力

について記載する等の取組を行った。 

 

○共同調達 

 筑波大学と当研究所は、効果的・効率的な

業務運営のために共同調達に関する協定書

を締結しており、これに基づき、令和元年度

は、学校給食及び研修員の宿泊に伴う食事を

提供するための食堂運営業務の共同調達を

実施した。 

＜根拠＞ 

 

 

 

 筑波大学附属久里浜特

別支援学校との連絡会議

や研究協力機関として研

究を推進したこと、共同調

達の取組を通じて効果

的・効率的な業務運営に資

することができた。 

 行事や事業の広報活動

も互いに協力することで、

効果的に行う事ができた。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 教育研究分野や当研究

所での研修において、筑波

大学附属久里浜特別支援

学校との連携を強化して

いくことが課題である。 

また、筑波大学側の事情

で、令和 2 年度以降は共同

調達が困難な状況である。 

 

 ４．施設・整備に関す ４．施設・整備に関する計画 ４．施設・整備に関する計画 ＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜根拠＞  
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る計画 

 

業務の円滑な実施に

必要な施設整備を進め

るとともに、管理施設

の長寿命化のための計

画的な修繕・改修等を

推進すること。 

 

 

 

 研究活動、研修事業、情報普

及活動、インクルーシブ教育シ

ステム構築推進事業等の業務

の円滑な実施に必要な施設整

備を進めるとともに、管理施設

の長寿命化のための計画的な

修繕・改修等を推進する。 

 本中期計画期間中に整備す

る施設・設備は別紙４のとお

り。 

 

 

 

 研究活動、研修事業、情報普及活動、イ

ンクルーシブ教育システム構築推進事業

等の業務の円滑な実施に必要な施設整備

を進めるとともに、管理施設の長寿命化の

ための計画的な修繕・改修等を推進する。 

特に、保有施設付近の通行者、研修を受講

する教職員等の安全性の確保に資する修

繕・改修等を重点的に実施する。 

また、業務の円滑な実施のため、各室の利

用状況を確認し、効率的な利用が図れるよ

う必要な整備等を進める。 

（令和元年度施設整備） 

研修員宿泊棟（西・東棟）北側外壁等改修

工事 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

研究所の業務の円

滑な実施に必要な施

設整備を進めたか。 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

  

 

研修員、職員等の安全を確保するため、異

常気象、地震等の自然災害に備え、保有施設

の強靭化に資するべく、間知石擁壁補修改修

工事、土留擁壁撤去新設工事、研修棟北側外

壁改修工事および研修員宿泊棟（西・東棟）

北側外壁等改修工事の設計業務及び本体工

事を実施、３月に竣工した。 

 

 

研究所業務の円滑な実

施及び施設の長寿命化の

ため、計画どおり、間知石

擁壁補修改修工事、土留擁

壁撤去新設工事、研修棟北

側外壁改修工事および研

修員宿泊棟（西・東棟）北

側外壁等改修工事を行い

年度内に竣工することが

できた。 

 

＜課題と対応＞ 

 引き続き、計画的な施設

整備を行い、研究所業務の

円滑な実施及び施設の長

寿命化を推進する。 

 ５．人事に関する計画 

 

新規採用や人事交流

等により、研究職員・

事務職員の幅広い人材

の確保に努めること。

また、研修等の実施に

より職員の資質向上を

図ること。 

５．人事に関する計画 

 

（１）方針 

研究所の研究活動、研修事

業、情報普及活動、インクルー

シブ教育システム構築推進事

業等を効率的に行うため、業務

運営の効率化や業務量の変動

に応じた柔軟な組織体制の構

築に努めるとともに、新規採用

や人事交流により幅広い人材

の確保を図り、職員の計画的か

つ適正な配置を行う。また、必

要に応じて任期付研究員・客員

研究員等を採用し、研究活動等

を強化する。 

さらに、職員の資質の向上や

専門的な能力の向上を図るた

め、職員研修等を計画的に実施

するとともに、実施に際して

は、「基本方針」を踏まえ、他

法人との共同実施による職員

研修とするなど、効率化を図

る。 

５．人事に関する計画 

 

（１）方針 

 研究所の研究活動、研修事業、情報普及

活動、インクルーシブ教育システム構築推

進事業等を効率的に行うため、業務運営の

効率化や業務量の変動に応じた柔軟な組

織体制の構築に努めるとともに、新規採用

や人事交流により幅広い人材の確保を図

り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。

また、必要に応じて任期付研究員・客員研

究員等を採用し、研究活動等を強化する。 

 

 

 

 

さらに、職員の資質の向上や専門的な能

力の向上を図るため、職員研修等を計画的

に実施するとともに、実施に際しては、基

本方針を踏まえ、他法人との共同実施によ

る職員研修とするなど、効率化を図る。 

 働き方改革を推進するための関係法律

の整備に関する法律（平成 30 年法律第 71

号）に基づき、研究所における長時間労働

＜主な定量的指標＞ 

特になし 

 

＜その他の指標＞ 

・業務運営の効率化や

業務量の変動に応じ

た柔軟な組織体制の

構築に努めたか 

・新規採用や人事交流

により幅広い人材の

確保を図ったか 

・職員研修の計画的な

実施及び他法人との

共同実施による職員

研修を行ったか 

・常勤職員について業

務等を精査し職員数

の適正化に努めたか 

 

＜評価の視点＞ 

特になし 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

○業務運営の効率化 

組織体制については、業務量等を勘案し、

引き続き４部２センター制を維持しつつ、研

究職員の部・センター・研究班の配置を見直

した。また、第５期中期計画策定に向けた検

討のため、第５期中期計画検討会を設置し、

その中で業務運営の効率化、業務量の変動等

に柔軟に対応できる組織について検討して

いる。 

 

○職員の計画的配置 

人材の確保については、公募等を行うこと

により２名の新規採用を行うとともに、国及

び教育委員会との人事交流により６名受け

入れた。さらに、研究活動等の強化を図るた

め、２名の客員研究員を採用した。 

 

○職員研修 

職員研修については、国立青少年教育振興

機構、国立女性教育会館、教職員支援機構と

共同で実施することで、単独では実施困難な

研修や業務の効率化、経費の節減を図った

＜根拠＞ 

 

 組織体制は維持しつつ、

研究職員の部・センター・

研究班の配置を見直すと

とともに、公募や人事交流

により幅広い人材を確保

した。 

職員の資質向上を図る

職員研修については、他法

人と共同で実施すること

により、効率化した。 

 

 

＜課題と対応＞ 

 引き続き、業務量に応じ

た柔軟な組織体制の構築

を図るとともに、人事交流

等による人材の確保、効率

的な職員研修等の実施等

により、職員の資質向上や

専門的な能力の向上に努

める。 

 

 



57 

 

 

 

 

（２）人員に係る指標 

 常勤職員数については、適宜

適切に、業務等を精査し、職員

数の適正化に努める。 

（参考） 

 中期目標期間中の人件費総

額見込み 

  2,964百万円 

 ただし、上記の額は、役員及

び常勤職員に対する給与、賞

与、その他の手当であり、退職

手当及び法定福利費は含まな

い。 

の是正、多様で柔軟な働き方の実現等を図

る。 

 

（２）人員に係る指標 

 常勤職員数については、適宜適切に、業

務等を精査し、職員数の適正化に努める。 

客員研究員等を任命し、研究活動の活性

化を図る。また、教育委員会、大学等との

人事交流により、必要な人員の確保に努め

る。 

 

（新規職員採用研修、人事制度研修、階層別

研修を実施）。また、所内においては、人事

評価制度研修を実施し、職員の資質向上等に

努めた。 

 

○働き方改革 

  働き方改革の一環として、テレワーク制度

の本格運用を開始し、25名（延べ 172回）の

職員がテレワーク勤務を行った。 

 

○職員数の適正化 

常勤職員数については、業務量を勘案し、

昨年度比２名増の 69名とした。 

 

○新型コロナウイルス感染症拡大防止 

・ 令和 2年 2 月以降からの新型コロナウイル

ス感染症拡大防止のため、導入済みのテレワ

ークや時差出勤を推進するとともに、職員の

出張については、延期・中止とした。また、

所内会議、外部有識者との研究協議会につい

ては、テレビ会議等で対応することにした。 

・ 体育館及びグランドについて、外部受け入

れをとりやめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

感染症拡大防止の取組

を継続していくとともに、

テレワーク、時差通勤、交

代制勤務などの働き方の

工夫も継続的に行ってい

く必要がある。 

 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 

 


